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答弁者 

一 般 質 問 通 告 書 
 

 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

 

 

令和７年５月２７日 

多摩市議会議員 岩崎 みなこ 

 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

 

 

質問項目

１「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 

（女性支援法）」を市民が活用できるものにするには 

  

市長・教育長等 

令和７年５月２７日 

午前６時５４分 

受 

付 

 

No.１ 
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項 目 別 質 問 内 容 

1 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（女性支援法）」を 

市民が活用できるものにするには 

 

昨年元日、能登半島で大地震が起きましたが、震災に必要な避難所におけ

る、着替えやトイレや生理のこと又は性暴力といった様々な問題の多くが女

性に関わる問題です。 

 

女性支援法は、くしくもその震災の３ヵ月後に施行しました。 

 

長い歴史において、女性たちは避難所といった場所に限らず、常に傷つき、

社会的制約や価値観を押し付けられ、それを我慢してきました。 

しかし、この法律が施行した今こそ、この法律を最大限に生かし、自分ら

しい人生を生きられる社会にしなければなりません。 

 

施行から、１年が経ちました。多摩市は「女と男がともに生きる行動計画」

の中間見直しの準備に入るところと思います。 

 

 

 1958 年に売春防止法が施行されてから 66 年を経て施行した、この女性支

援法が成立した意義や、この女性支援法は、なぜ「女性」だけが対象なのか

を確認しつつ、現場を持ち、困難を抱える当事者にもっとも近い基礎自治体

がすべき支援とは何かなどを押さえつつ質疑したいと思います。 

 

 

⑴ 女性支援法が施行されるまでは、困難を抱えた当事者は、自立への道を

進む支援を受けられていませんでした。なぜなら、婦人保護事業は売春防止

法に基づいていたため、社会秩序の問題とし、売春する恐れのある女性を保

護し、道徳的意識を植え付け、更生させるという建付けだったからです。す

なわち、「ジェンダ－フリー」「女性の福祉」「人権を守る」ための支援とい

う概念がなかったと言えます。当然ながら、自己決定やエンパワーメントと

いった概念もありませんでした。それを 66 年間もこの現代社会は、固持し

てきたと思うと、この女性支援法は脱売春防止法が第一の大きな目標と言え

るとも言われています。ご見解をお聞きします。 

 

⑵ この女性支援法が、なぜ、女性に限定しているのかを、押さえておくこ

とは、大事なポイントと考えます。基本方針では、女性が女性であることに

より直面する困難の第一に、性的な被害に遭いやすい事を挙げています。 
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項 目 別 質 問 内 容 

しかし、女性だけが性的被害に遭うわけではないことは、2023 年、被害

者が加害者を告発した大手芸能事務所での性加害問題で、男の子に対する性

暴力被害は顕在化しました。タレントになれるかどうかの生殺与奪を握った

加害者の男性が、男の子たちを意のままにした、この問題は、立場や力で優

位に立つものが性暴力により相手を支配した訳ですが、構造上は、女性が性

暴力被害を受けた場合と同じです。 

 

しかし、職場の上司と部下、教員と学生などの間で行われる性暴力は典型

的ですが、沖縄の米兵による事件など、警察庁や法務省の統計によれば、性

犯罪の被害者の圧倒的多数を占めるのは女性です。 

そのことは決して偶然ではなく、社会が未だ、男性優位の社会であること

を意味し、男女間の身体的、社会的、経済的な力関係の差をバックに、女性

に対する性の支配が横行していることに他なりません。 

また、本来、概念としては、性別を問わず被害者にも加害者にもなり得ま

すが、実際は、DV 被害者については女性に不均衡に多く、女性が、より深

刻な被害を受けています。 

このようなことから、女性支援法が女性に限定していることの意義は大き

いと考えます。ご見解をお聞きします。 

 

併せて、未だ男性優位の社会、支配構造を変えるためにも、この女性支援

法は大きな役割を担っていると考えます。ご見解をお聞きします。 

 

 

⑶ この女性支援法を実際に運用し、困難を抱える女性を支援する女性相談

支援員についてお聞きします。設置については、市町村は努力義務ですが、

設置されている支援員の人数と正規職員であるのか、他の業務を兼務してい

るのか、どのような決定権のある立場であるのか、お聞きします。 

 

 

⑷ 女性相談支援員の所属が非公開の自治体が多いのですが、多摩市はどう

なのでしょうか？ 

非公開であることは、女性支援というより、DV 被害者支援に偏っている

ことがあるのではないでしょうか？非公開であることで、市民から女性相談

支援員の存在が分かりにくいことや、女性相談支援員とは DV 相談担当であ

ると、認識されてしまう可能性があると考えます。 

ご認識を伺うと共に改善点をお聞きします。 
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項 目 別 質 問 内 容 

⑸ 今年度は、「多摩市女と男がともに生きる行動計画」の中間見直しの準

備に入る時期と思います。見直しについては、この女性支援法に基づく必要

があると思いますが、ご認識を、お聞きします。 

 

併せて、この女性支援法は、「支援対象の拡大」を大きな柱としています。 

就職氷河期世代で相当数の方が非正規のまま社会で働き続け、低賃金、低

年金なため、住宅確保などが必要と言われています。そのような方たちには、

民間との協働や所管を横断的に連携して対応する必要があります。又、１０

代などの若年女性や、中高年シングルの方などは、従来の窓口に相談に行く

ことに慣れていないとも言われます。このようなことを、どのように中間見

直しに落とし込むのか、お考えをお聞きします。 
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答弁者 

質問項目 

令和７年５月２７日 

午前１１時２３分 

受 

付 

No.２ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 会計年度任用職員制度について 

２ 防災について 

 

    

令和７年５月２７日 

多摩市議会議員 いぢち 恭子 
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項 目 別 質 問 内 容 

１ 会計年度任用職員制度について 

 会計年度任用職員制度が始まって 5年が経ちました。本来なら公務員は正規

雇用が当然であったはずですが、現実には法的な規定がないまま非正規公務員

が増え続けた結果、名称や雇用形態を整理し“正式に”位置付けるために作ら

れた制度です。会計年度ごとの任用、つまり 1年単位の有期雇用にもかかわら

ず、「恒常的かつ定型的」な業務を任されるという、いささか不思議な勤務形

態になっています。 

当初は再任用の上限が定められていましたが、昨年、国の非正規公務員のう

ち期間業務職員について制限の撤廃が決まりました。非正規雇用のデメリット

はまず就職形態の不安定さなので、これをきっかけに安定雇用につながる動き

が進むことを期待しています。 

 これまで官民問わず非正規化が推進されてきた理由は、まず第一に「人件費

の削減」ではなかったかと推察しますが、杉並区の岸本区長は「職員はコスト

ではなく財産」なのだと明言しておられます。職員自身の労働者としての権利

を守る意味からも、そして市民の福祉向上に努める公務の役割からも、非正規

公務員が今後どうあるべきかを考えるために、以下質問します。 

 

（１）会計年度任用職員には専門スタッフと補助スタッフの 2種類がありま

す。両者の採用条件の違い、給与・手当・有給休暇や退職金の有無等に

ついて伺います。 

（２）本市では「公募試験なしの再任用」に関して制限を設けていますか。 

（３）「恒常的かつ定型的」な業務を有期雇用で行う理由は何ですか。また、

「定型」が意味するところも伺います。 

（４）多摩市職員の半数以上が非正規である現在、災害時の職員体制に不足は

ないのでしょうか。また、災害対応を含む非常時の非正規公務員の勤務

について、何か決めていることはありますか。 

 

２ 防災について 

 大規模災害の発生が珍しいものでなくなった今、防災・減災に対する市民の

関心はかなり高いようです。しかし一方、高齢化により地域で活動できる市民

の数は減少傾向にあり、日常的にも非日常的にもコミュニティの維持が転換期

に来ていると感じます。 

 災害時には公助と並んで重要なのが自助・共助です。特に避難生活の長期化

が避けられない場合、衛生管理や育児・介護等のエッセンシャル・ワークをど

のように維持するか、そして要配慮者をどのように支援するかは、それぞれの

地域の“人のつながり”抜きには考えられないと思います。 

 更に多摩市においては、地震等の場合は在宅避難が前提となっていますの
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項 目 別 質 問 内 容 

で、それに沿った避難や支援の計画が必要ということは以前に指摘いたしまし

た。高齢者や育児中の方からは、やはり災害時対応に関するご心配を多くお寄

せいただきます。市の現状や今後の取組みについて、改めて確認しておきたい

と思います。 

 

（１）避難行動要配慮者への支援として、市が進めている個別避難計画の策定

について、対象者の把握と進捗状況を伺います。 

（２）在宅避難の場合、避難所の開設や運営はどのような形を想定しています

か。自主防災組織への指導、また職員の配置や物資供給のための伝達方

法など、取り組んでいることはありますか。 

（３）エッセンシャル・ワークを避難生活の中でもうまく回すためには、女性

の視点や意見を取り入れることが重要です。また避難所での暴力や性犯

罪など、さまざまな形の二次・三次被害も防がなくてはなりません。所

管が連携して取り組んでいることはありますか。 

（４）自治組織や自主防災組織のない地域に対しては、どのような働きかけが

考えられるかを伺います。 

 

 

資料要求欄（資料要求がある場合は、以下に記入してください。） 

① 庁内の正規・非正規の職員数 

② 個別避難計画の対象者及び計画作成済みの人数 

③ 災害対策本部の各対策部の事務分掌（最新版） 

④ 自主防災組織の地域ごとの数 
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答弁者 

質問項目 

令和 ７年 ５月 ２７日 

午前１１時４７分 

受 

付 

No.３ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 日本一を目指す、多摩市の英語教育について 

２ 加齢性難聴対策のその後について 

 

    

令和７年５月２７日 

多摩市議会議員 渡辺 しんじ 
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項 目 別 質 問 内 容 

１ 日本一を目指す、多摩市の英語教育について 

 グローバル化が加速し、世界が緊密に連携する現代において、英語は単なる 

外国語という枠を超え、あらゆる分野で必要とされるグローバルな共通語と 

なっています。 

しかしながら、日本の英語教育は、長年の学習期間や多大な公的・私的投資に 

もかかわらず、多くの国民が英語での実践的なコミュニケーションに苦手意識 

を持ち、国際的な英語能力ランキングにおいても他国と比較して低い水準に 

留まっているのが現状です。 

これは、これまでの教育が文法知識や訳読などに偏り、実際に英語を使う訓練 

が不足していたこと、教員の指導力や評価方法、学習環境など、構造的な課題 

に起因してきたことと思われます。 

  

社会の急速なグローバル化の進展の中で、英語力の一層の充実は極めて重要 

な課題です。これからは、国民一人一人にとって、異文化理解や異文化コミュ 

ニケーションはますます重要になり、国際共通語である英語力の向上は日本の 

将来にとって不可欠であり、アジアの中でトップクラスの英語力を目指すべき 

と考えます。 

 

今後の英語教育改革において、その基礎的・基本的な知識・技能とそれらを 

活用して主体的に課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等を育

成することは、児童生徒の将来的な可能性の広がりのために欠かせません。 

もちろん、社会のグローバル化の進展への対応は、英語さえ習得すればよいと 

いうことではありませんが、歴史・文化等の教養とともに、思考力・判断力・ 

表現力等を備えることにより、情報や考えなどを積極的に発信し、相手とのコ 

ミュケーションができなければなりません。 

 

 東京都教育委員会では、平成 30 年に令和２(2020)年度に向けたグローバル 

人材育成の目標の設定とその目標達成への手段を明確にした「東京グローバル 

人材育成計画’20(Tokyo Global STAGE ’20)」を取りまとめ、都内において 

英語の体験ができる TOKYO GLOBAL GATEWAY の開設や中学生の英語の「話すこ 

と」の力を測定する中学校英語スピーキングテスト(ＥＳＡＴ－Ｊ）の実施

等、 

本計画を基に、英語教育や国際教育の充実を図ってきました。 

本指針では東京都のグローバル人材育成の基本的な考え方等について示してい 

るほか、現在進行中のグローバル人材育成に係る様々な事業を、「東京型グロ 

ーバル人材育成モデル」として整理して示すとともに、都内公立小学校、中学 

校及び高等学校等における「東京型グローバル人材育成モデル」の実施に向
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項 目 別 質 問 内 容 

け、 

学習・教育活動の進め方や具体的な取組の例等を紹介しています。 

各学校においては学習指導要領を踏まえ、本指針を参考にしながら教育活動を 

充実させることで、学校全体で教育活動の質の向上を図る「カリキュラム・マ 

ネジメント」を実現し、子供たちにグローバル化する社会の中で活躍するため 

に必要な資質・能力が育まれることが期待されています。 

 

 一方、多摩市では「日本一英語を話せる児童・生徒の育成」と掲げ、デジタ

ル教科書の活用や民間企業と「地域発展の推進に関する包括連携協定」を締結

し、平成 30 年度から市立中学校において、外国人講師との一対一でオンライ

ン英会話の授業を開始し、英語の音声に慣れ親しみながら発話量を確保するこ

とにより、英語による発信力とコミュニケーション能力の向上を図っていま

す。また、中学校では「英語４技能スコア型テスト（ＧＴＥＣ）」や「中学校

英語スピーキングテスト（ＥＳＡＴ－Ｊ）」の実施を通して、話す力を生徒自

身が確認し、今後の学習に生かすなど積極的に取り組んでいるように思われま

す。 

 

 以前、和田中学校でのオンライン英会話の授業を視察させてもらいました。 

生徒一人ひとりが緊張した面持ちで真剣に取り組んでいたことが印象的で非常

に興味深いものでした。このような取り組みから 5年以上が経過したわけです

が、多摩市の英語教育における現状、成果などについて以下、質問させてもら

います。 

 

（１）中学校における外国人講師とのオンライン授業の年間スケジュールを伺

います。 

 

（２）ＡＬＴ（外国語指導講師）は各小学校に何名くらい配置しているのか、

また、実際の授業はどのようなものか、伺います。 

 

（３）教員の英語教育に関する実践的な指導力を身につけていくことも重要だ

と思います。具体的な取り組みなどがありましたら伺いたいと思いま

す。 

 

（４）また、小学校と中学校との連続性のある英語教育も重要だと思います。

具体的な取り組みなどがあれば伺います。 

 

（５）英語力を身につける、向上させることは、何といっても児童、生徒の意    
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   欲が大事です。それには実践的な英語力も必要です。実践的に行ってい

ることや意欲を高めるための工夫、取り組みなどがありましたら伺いた

いと思います。 

 

２ 加齢性難聴対策のその後について 

 超高齢社会を迎える中、加齢による難聴者、いわゆる加齢性難聴者が増加し

ており、高齢者の社会参加への障壁となっています。 

加齢性難聴は、他者からの情報や想いを受け取ることを困難にし、コミュニケ

ーションを取ることができず社会的に孤立させる原因となり、脳の機能の低下

につながり、認知症や、うつの原因になると考えられています。 

  

加齢性難聴に悩む高齢者の「聞こえ」を補い、日常生活を支えているのが補

聴器ですが、高価な購入費への支援がないため、使用をためらう人が多くいま

す。また病状や用途に合わない補聴器を購入し、トラブルになる事例も多発し

ています。 

 

多摩市の高齢者の方々が、たとえ加齢性難聴になっても、生活の質を落とさ

ず、心身共に健やかに社会参加するための補聴器購入に対する支援、さらに難

聴の状態は一人ひとり異なるため、補聴器を適切に、かつ、効果的に使用する

ための補聴器相談医への受診、補聴器の購入後も専門知識を持つ認定補聴器技

能者との調整など、アフターケアまでの切れ目ない支援体制が必要です。 

 

東京都は補聴器購入費用を助成する自治体に対する補助を昨年度から単独事

業化しました。補助要件が明確になったことで、補助を受けて助成をする自治

体が 23 から 33 へと増加し、市部でも 15 市が実施しています。 

 

ちょうど一年前の一般質問で我が会派の池田議員が補聴器の購入支援、また

庁舎の窓口に設置する軟骨伝導イヤホンの導入を提案、要望しました。市長答

弁では検討しますとのことでしたが、その後、検討の結果はいかがでしょう

か。伺いたいと思います。 
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答弁者 

質問項目 

令和７年５月２６日 

午後５時５６分 

受 

付 

No.４ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 学校問題解決のための支援体制について 

２ 多摩市の平和教育について 

３ お年寄りの「もしも」に備えて 

    

令和７年５月２６日 

 

日 

多摩市議会議員 本間 としえ 
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1. 学校問題解決のための支援体制について 

文部科学省の令和６年度「行政による学校問題解決のための支援体制の構

築に向けたモデル事業」で市区町村向けには 17 団体、単年度約 400 万円の

モデル事業がありました。背景と課題としては「社会環境が多様化、複雑

化する中で、保護者や地域からの過剰な苦情や不当な要求など、学校だけ

では解決が難しい事案について、学校運営上の大きな課題との認識が強ま

っており、経験豊かな学校管理職 OB 等の活用も含め、様々な専門家と連携

した行政による支援が必要で、分野横断的な問題については、福祉等の首

長部局との連携により、ともに解決に当たる仕組みが必要。そこで、学校

問題解決支援コーディネーターを中心に、様々な専門家も参加する体制を

整備し、学校のみによる対応としない、行政による学校問題解決のための

支援体制の構築を目指す。」としています。この事業の令和６年度の契約自

治体は 11 団体で、近くでは足立区・大和市がありますが、先日 NHK のニュ

ースに取り上げられていた奈良県天理市の紹介をしたいと思います。 

天理市のホームページ上の報告書によると、事業実施の背景と課題とし

て、保護者の相談･苦情対応は、担任から学校管理職から教育委員会へと深

刻化に応じて段階的に対応し、「学校が対応するべき」という大前提になっ

ていること。また、カウンセリングは「受けたい人」だけで、教職員は保

護者の反応を懸念し、心理士・弁護士の指摘が改善に反映されず、専門家

の視点が「活かされない」。その中で、教職員の 8割が保護者対応に負担を

感じ、1/4 は心労で休んだ経験がある。早朝･夜でも駆けつけるのが「誠

意」との意識があり、残業はコントロール不能。保護者の要望ベースの対

応と個々の「経験則頼み」により、こどもの課題の根本を慮る余裕がなく

対処療法になる。結果、深刻な人員不足：R5 は 6 名退職、8名休職。校長･

教頭のなり手が確保できず。市単講師も集まらず。教員実習生が民間志望

に転向となり、学校現場が疲弊して、授業の充実などに取組みたくても、

余力がない状況になっている。取組概要としては、保護者対応を学校等に

代り、校長等の OBOG13 名のスーパーバイザー「SV」(本市における学校問

題解決支援コーディネーター)が。成育歴・家庭環境を含め、全体像を整

理。「傾聴」＋学校と協議し、対処方針を立案、実施を統括する「子育て応

援・相談センターほっとステーション（HS）」において、学校等を総括する

横断窓口を設置しました。心理士 5名と外部専門家が、常に「SV」とチー

ムになり、心理士が課題･不安を「見立て」、教職員に「こども理解」研修･

巡回指導を実施し作業療法士等も参加。･「見立て」を教職員と共に実践。

威圧的言動には、弁護士が即応体制を取り、ネグレクト、ヤングケアラー

等家庭の課題が影響するケースには、直ちに福祉部局と連携する。成果と

しては、学校における問題の根本的な解決事案数が増加し、学校への苦情
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や要望等の件数が減少し、教員等の休職者および辞職者が減少し、教職員

の残業時間が改善し、教員の時間的精神的余裕による新たなチャレンジが

増加したということです。 

上記を踏まえ、以下質問致します。 

⑴ 多摩市の学校法務アドバイザーの役割と利用状況について伺います。 

⑵ 「行政による学校問題解決のための支援体制の構築」の取組についての認

識と見解を伺います。 

⑶ 多摩市内でも、いじめ等の問題行動や保護者に対する対応について苦慮し

ているケース、学校だけでは解決が難しい事案が増加して、保護者からの

教育センターへの相談、また、学校や保護者から教育委員会への相談も増

加しているのではないでしょうか。天理市ではホットステーションでチー

ムを作って問題解決にあたっていますが、多摩市はどのような対応をして

いるのか伺います。 

⑷ 学校での対応の負担軽減をし、教員の時間的精神的余裕を作ることが、「こ

どもまんなか」に繋がるのではないでしょうか。経験豊かな学校管理職 OB

等を学校問題支援員としての枠を設けて、問題が深刻化する前に、早期の

段階で相談の対応できる仕組みが必要ではないかと考えますが、教育委員

会の見解を伺います。 

 

2. 多摩市の平和教育について 

公明党は、「戦後 80 年」「被爆 80 年」「国連創設 80 年」の節目である本

年 2025 年５月に、対話と協調による平和を追求し、「人間の安全保障」を

基軸に、10 年間を視野に、「平和創出ビジョン」を提示しました。このビ

ジョンの中の地方における「平和の取り組み」として、『すべての地方自治

体が「核兵器廃絶」と「平和構築」に貢献するため、全国各地で平和意識

調査を実施し、将来世代の平和意識を高めるとともに、被爆・戦争体験の

継承に向けた課題解決に取り組む。戦争や被爆の遺構を保存・活用し、修

学旅行での平和学習やピースツーリズムを推進する。さらに、広島、長

崎、沖縄の 3県が連携して「ピースツーリズム・サミット」を開催し、地

域の平和の取り組みを全国や世界に発信する。』としています。 

私はここ数年の間に、広島・長崎・沖縄・知覧の戦争や被爆の遺構を２回

づつ尋ねました。尋ねるたびに戦争の残酷さや平和を求める心が強くな

り、微力でも平和のために何か行動したいとの思いが深まりました。映像

や話を聞くだけではなく、実際に現地を訪ね、肌で感じることは重要だと

感じます。広島・長崎の方曰く、東京の人が原爆投下された日を覚えてい

ないことに衝撃を受けると伺いました。現在、多摩市では「子ども被爆地

派遣事業」で広島・長崎に小中学生が年に 8名程度派遣され、その輪を広
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げて頂き、多摩市が誇れる事業になっています。様々な戦争や武力紛争が

存在し、核兵器の脅威にさらされている今この時に、児童が平和について

学ぶ機会を増やす事は重要だと思い以下質問します。 

⑴ 多摩市の平和教育はどのように推進されていますか。 

⑵ 修学旅行先を広島・長崎として事前事後学習を行い、平和の大切さを子ど

も達に感じて考えてもらいたいと思います。もちろん修学旅行先は目標を

もって学校ごとに決めるものですから、強制するものではないと承知して

おりますが、被爆地現地に行って学ぶことの大切さについて教育委員会の

見解を伺います。 

⑶ 物価高騰やインバウンド客の影響を受け、修学旅行先の京都奈良も保護者

の負担や予約の取りづらさ等の課題があるのではないでしょうか。そのよ

うな中で広島・長崎も選択肢に入れやすくするために、旅費の補助が必要

ではないかと思いますが見解を伺います。また、市町村総合交付金や重点

支援地方交付金を利用することも考えられるかと思いますが、市の認識と

見解を伺います。 

 

3.お年寄りの「もしも」に備えて 

⑴広島県東広島市は今年２月、身寄りのない高齢者の「もしも」のときに

備え、本人が緊急連絡先や遺言書の保管場所などをあらかじめ市に登録す

る「終活情報登録事業」を始めました。県内初の取り組みだそうです。 

この事業の対象は在宅で生活し、緊急時に身近に頼れる人がいない６５歳

以上の人。若年性認知症など特別な事情がある場合は、６５歳未満でも受

け付けています。登録できる内容は、①緊急連絡先②かかりつけ医や持

病、アレルギーなどの医療情報③エンディングノートの保管場所④臓器提

供の意思⑤葬儀や遺品整理に関する契約先⑥遺言書の保管場所など計１０

項目。市は登録完了後に交付する登録証を、財布に入れて持ち歩いたり、

冷蔵庫の扉など分かりやすい場所に掲示したりするよう促しています。登

録された情報は、病気や事故など意思表示が困難となった際、医療機関や

警察、事前に指定した人たちからの照会に対して、市が本人に代わって開

示し、登録費用は無料です。 

今回、東広島市が事業実施に踏み切った背景には、単身高齢者の増加に伴

い、身寄りのない方が亡くなられた際の財産処分などが課題となっていた

ことなどが挙げられています。 

上記を踏まえ以下質問致します。 

① 多摩市ではそのような課題はないのか。 

② 身寄りのない単身高齢者の将来の不安をどのように考えていますか。 

③ 高齢者の中には自分の死後に関して不安を抱える人が多くいます。安心し
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て人生の最期を迎えられるようにすべきと考え終活情報登録事業を提案し

ますが如何でしょうか。 

⑵デジタル終活のススメ 

 残された家族に負担をかけないように、人生の終わりについて考える活

動が「終活」です。中でもスマホのパスワードや有料サービスの利用状況

などを生前に整理する「デジタル終活」が注目されています。例えば、高

齢者本人が亡くなった後、利用していたスマホやデジタルサービスのＩＤ

やパスワードが分からず、遺族が契約内容の確認や解約をできないトラブ

ルが急増しているそうです。現在、個人の持つ重要なデジタル情報や資産

はスマホに集約されつつあるため、遺品整理をする上でもスマホのロック

解除は大事な作業です。「もしも」に備えて生前にデジタルな情報や財産を

整理するのがデジタル終活ですが、その進め方などの勉強会の開催等を提

案いたしますが如何でしょうか。 
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答弁者 

一 般 質 問 通 告 書 
 

 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

 

 

令和７年 ５月 27 日 

多摩市議会議員 藤條たかゆき 

 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

 

 

質問項目 

 

１ 市民生活と地域経済の視点から見た減税政策の可能性について 

 

２ SNS と選挙、フェイク情報対策における行政の役割について 

 

 

  

市長・教育長等 

令和７年５月２７日 

午前１０時０９分 

受 

付 

 

No.５ 
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１ 市民生活と地域経済の視点から見た減税政策の可能性について 

 

現在、物価高や実質所得の伸び悩みを背景として、市民の暮らしへの負担感が

大きくなってきております。こうした状況を踏まえ、国政の場では消費税を含

めた減税議論が活発化しており、地方自治体においても税制を通じた生活支援

や地域経済の刺激策を検討する動きも見られます。 

 

例えば名古屋市では、市民税の 5％減税を実施しており、経済効果についてシ

ミュレーションを行い、実施しなかった場合と比べて市民総生産等の向上が見

られたという結果を公表しています。これは、減税が単なる歳入の減少ではな

く、経済を活性化させる政策として機能しうる可能性を示すものです。 

 

もちろん、減税は自治体の歳入に直接関わる政策であり、慎重な判断が求めら

れます。しかし一方で、地域経済の活性化や市民の暮らしの底支えを目的とし

た減税は、将来的な税収増という形で自治体に還元される「戦略的投資」と位

置付けることもできるものでしょう。 

 

多摩市においても、実現可能な税目に絞った段階的な減税策について、財政の

健全性とバランスを保ちつつ、将来的な経済効果も視野に入れて検討を進めて

いくべきではないかと考え以下質問致します。 

 

（1）多摩市において、現実的に検討可能な減税対象税目についてどのように

整理されているか。また、それに伴う財政影響の試算、現時点での認識をお聞

かせください。 

（執行部の判断における検討ではなく、まずは「現実的に検討可能」な税目に

ついてお答えください。） 

 

（2）名古屋市のように、減税と地域経済との関係を定量的に示すシミュレー

ションや試算は、市民にとっても政策判断の根拠となります。多摩市において

も同様に、選択肢の一つとしてその可能性を分析すべきだと考えるが如何か。 

 

（3）減税は直接的に、市民の負担軽減に繋がりやすい政策です。市民税にお

ける軽減措置が、市民生活や中小事業者支援に与える影響について、政策的な

見解をお伺いします。 

 

 

 

２ SNS と選挙、フェイク情報対策における行政の役割について 

 

今、私たちは「人類総メディア時代」とも言われる、情報を誰でも自由に発信

できる社会に生きています。特に選挙の現場においては、SNS が大きな影響力

を持つようになってきました。 
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2024 年の兵庫県知事選挙では、SNS 動画が最も参考にされた情報源とされ、東

京都知事選挙では、ある候補者の動画が 1億 5000 万回を超える再生数を記録

するなど、かつてはマスメディアが独占していた言論空間に、SNS が大きく食

い込んできている現実があります。 

 

SNS の良い面としては、選挙への関心を高め、特に若い世代の政治参加の裾野

を広げることができる点は大いに評価されるべきでしょう。実際に兵庫県で

は、前回選挙より投票率が 15 ポイント近く向上するという成果もありまし

た。 

 

一方で、課題も無視できません。 

 

SNS では、過激な言説や強い対立構図が拡散しやすく、深い政策議論よりも感

情的な反応を引き起こすような投稿が注目を集めやすくなっています。また、

根拠のないフェイク情報が大量に拡散され、選挙結果や社会的評価に影響を与

える例も後を絶ちません。 

 

特に生成 AI の登場によって、誰でも簡単にリアルなフェイク動画を作れるよ

うになり、将来的には証拠映像すら信用できない「With フェイク 2.0 時代」に

入るとも言われています。 

 

こうした時代に、私たちの地域社会、そして選挙制度をどう現代に即した形へ

と変化させ適用させていけるのか。市民が健全な判断を行える情報環境を整え

るべく以下質問致します。 

 

（1）まず、SNS と選挙の関係について、市としてどのような課題認識をお持ち

か。特に、フェイク情報が市民の政治的判断に悪影響を与えるリスクについ

て、どのように捉えているかご見解を伺います。 

 

（2）フェイク情報への耐性を高めるためには、情報リテラシーの教育が重要

です。特に学校教育、あるいは生涯学習、図書館の役割なども含めて、多摩市

として時代に即した市民への「メディア・リテラシー啓発」にどう取り組んで

いかれるのか、今後の方向性を伺います。 

 

（3）今後、選挙や災害時において、誤情報・偽情報が拡散する事態に備え、

行政として市民に正確な情報を届ける体制の整備が求められると考えます。

SNS やホームページなどの発信体制の強化、ファクトチェック機能の導入など

を含めた、具体的な対策について、市のお考えをお聞かせください。 
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質問項目 

令和７年５月２７日 

午前１１時２分 

受 

付 

No.６ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 補助制度が開始された防犯カメラの現状について 

２ 多摩センター駅周辺地域の活性化について 

３ 小学校体育館の空調設備について 

    

令和７年５月２７日 

多摩市議会議員 松田だいすけ 
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1，補助制度が開始された防犯カメラの現状について 

以前から一般質問等で伺ってきた防犯カメラの整備に対する補助制度が今年

度いよいよ開始となり、基礎自治体が制度化したことにより東京都の補助制度

も活用できるようになった。防犯カメラの効力についてはこれまでの質問でも

やりとりさせていただいたが、いわゆる強行犯、盗犯等の事案に限らず市内で

もよく耳にするごみの集積所への不法投棄などの犯人特定など、今まで泣き寝

入りしてきたような事案の解決にも繋がってきている。 

自治会や商店会等への見守り活動支援事業、防犯設備事業について以下質問

する。 

 

（１）東京都と多摩市の補助金が予算化されたが反響はどうか伺う。 

（２）以前一般質問で伺った防犯カメラ設置に関するガイドラインについてその 

後どうなったか伺う。 

 

 

2，多摩センター駅周辺地域の活性化について 

先日の多摩中央公園リニューアルや、多摩市立中央図書館整備事業、レンガ

坂改修工事、公共施設リニューアルの他にもさまざまな社会実験等を行い多摩

センター地区活性化についてはさらにチカラを入れていくところだと思う。活

性化について以前から伺ってきた内容も踏まえ以下質問する。 

 

（１）鶴牧倉庫等のサウンディング調査の進捗について 

（２）企業立地促進条例を改正し宿泊事業者を税制面で優遇する内容にしたが問 

合せ状況等についてどうか伺う 

（３）多摩センター駅周辺の商業施設の今後について伺う。 

（４）多摩中央公園リニューアル後の状況について伺う。 

 

 

3，小学校体育館の空調設備について 

 これまでに私自身も含め多くの議員が質問してきた内容であるが緊急性の高

いないようであるため再度質問する。３月の予算審査などでも話題にあがって

いた小学校体育館の空調設備の設置についてであるが、３月議会時点では多摩

市も財政の現状、予算編成時に要望と当初の８０億円の乖離などの状況を議会

と共有し、当初予算に計上はできないが年度走り始めた段階で可能であればと

いう厳しいながら前向きな話もいただけた。３月末に国の予算も成立し３月段

階では見えてこなかった地方自治体に及ぼす影響等、３か月経た現在の状況を

ふまえ以下質問する。 
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項 目 別 質 問 内 容 

 

（１）小学校体育館の空調設備は 3月議会でもしばしば話題になった。今のとこ 

ろの様子はどうか伺う。 

（２）空調設備設置に関しての国・都補助などの最新の情報について伺う。 
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答弁者 

一 般 質 問 通 告 書 
 

 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

 

 

令和７年 ５月 27 日 

多摩市議会議員 中島 律子 

 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

 

 

質問項目

１ 強度行動障がいのある方への支援について 

２ 携帯トイレ配布後の対応について 

３ 小中学校におけるルールや校則について 

 

 

 

  

市長・教育長等 

令和７年５月２７日 

午前１１時５５分 

受 

付 

 

No.７ 
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項 目 別 質 問 内 容 

１ 強度行動障がいのある方への支援について 

 

強度行動障がいという用語は医学的に定義づけられたものではなく、障害

の種別を表す分類概念でもありません。強度行動障がいという状態は生まれ

つきの障がいではなく、知的障がいや自閉スペクトラム症のある方などが後

から起こす「2次障害」と言われる特徴的な行動や症状のことで、自傷行

為、他害行為、物を壊す行為、睡眠障害、排泄物の扱い、落ち着きのない行

動、強い執着心などを頻回に示し、日常生活に困難を生じている行動上の状

態をさしてつかわれます。近年、強度行動障がいへの支援についてはさまざ

まな実践や研究を通して整理されてきていて、表に現れる行動だけでなく、

背景にある要因に着目し、障がいのある本人の障害特性や学習スタイルと、

本人を取り巻く支援者を含めた環境とのミスマッチを解消していくことで、

その状態が改善されることがわかってきました。 

しかしながら、実際には全国的に強度行動障がいの状態の方に対する支援

体制は十分とはいえず、学校を卒業後の進路や在宅でのケアが難しく施設等

への入所を希望しても空きがないという切実な声が私のもとにも届いていま

す。強度行動障がいのある方にとってどのような支援が必要なのか、地域で

支えるための体制整備とはどんなものがあるのかなどを確認していく必要が

あると考え以下質問いたします。 

 

⑴ 市内に強度行動障がいのある方は何名くらいいらっしゃるのか、そし

てその方たちの暮らしの場（自宅、施設、グループホーム、一人暮ら

しなど）の割合についてお聞きします。 

 

⑵ 市内で強度行動障がいのある方を受け入れている施設及びグループホ

ームがどのくらいあるかお聞きします。 

 

⑶ 自宅以外での生活の場を希望する方で、グループホームや施設に空き

がなく順番待ちしている方はどのくらいいるのでしょうか。 

 

⑷ 自宅で生活をしている方で家族が病気などの際、緊急時の受け入れ体

制についてどのような支援方法があるか伺います。 

 

⑸ 強度行動障がいのある方が施設での受け入れを断られ、行き場がな

く、家族が身を削って生活されている様子を YouTube やニュースなど

でたくさん見てきました。最も大切なことはどんな障がいがあっても

障害のある方本人がどこで誰と暮らすかを選択する機会を持てるよう

にすることではないでしょうか。多摩市として、自宅以外での受け入
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項 目 別 質 問 内 容 

れ希望が叶わないこのような現実をどのようにしたら変えられるとお

考えか。また地域で強度行動障がいのある人たちを支えていくために

は何が必要と考えるかお聞きします。 

 

２ 携帯トイレ配布後の対応について 

 

災害が起こった時、真っ先にやらねばならないことは自分の身を守ること

ですが、その次に考えることは水や食料の確保になるかと思います。ここで

多くの人が思い付かないことがトイレだと言われています。ある調査では発

災から何時間でトイレに行きたくなりましたか？という問いに対し 3時間以

内 31％、4〜6時間が 36%でこれらを合わせると６時間以内にトイレに行き

たくなった人は 67%だったそうです。これらの結果からも発災後トイレはす

ぐに必要になることがわかります。水や食料ももちろん大切ですがそれより

も早くトイレが必要になるということを私たちはもっと知る必要があるので

す。 

多摩市では今年に入り、市民の皆様に携帯トイレの全戸配布を行いまし

た。災害時における携帯トイレの重要性を理解していただくきっかけとなっ

たことを期待しますが実際はどうであったのか。以下質問していきたいと思

います。 

 

⑴ 配布された携帯トイレは各家庭 3個でした。中には防災ハンドブックの

冊子も入っていましたが、携帯トイレ 1個あたりの値段・配布費用・ハ

ンドブックの 3点を合わせてワンセットいくらの費用がかかったのか、

また、個数の決め方、受注先や配布業者をどうやって決定したのかにつ

いてお聞きします。 

 

⑵ 携帯トイレを配布した目的としては、市民の皆様に災害時における各家

庭で携帯トイレの備蓄の必要性を考えていただくことだと思いますが、

今回の全戸配布によってどれだけの効果があったか分析などは行われた

のでしょうか。また寄せられた声などもあればお聞きします。 

 

⑶ 携帯トイレを配るには多額の予算がかかっていますし、せっかくの良い

施策だったのですから配って終わりではなくどのくらいの効果があった

かアンケート調査などでより多くの市民の声を聞き、次に繋げていくべ

きだと思いますがいかがでしょうか。 
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項 目 別 質 問 内 容 

 

３ 小中学校におけるルールや校則について 

 

地球温暖化により 2023 年、2024 年の夏は 2年連続で観測史上 1位の記録

的な猛暑となりました。2025 年の気象予報によれば、今年は梅雨入り梅雨明

けが早く、夏の前半から台風の発生が多い見込みで梅雨明け後は全国的に猛

暑となるようです。猛暑といえば気をつけなければならないのが熱中症でし

ょう。特に子どもは体温調整が未発達で大人が感じているより高い体温の中

で過ごしている場合があるため注意が必要です。この暑さの中、子ども達に

少しでも快適に過ごしてもらいたいという思いから服装についてと、市民の

方から頂いた学校内でのルールについて以下質問いたします。 

 

⑴ 中学校における学校生活における服装についてです。夏は制服よりも

体操着の方が涼しいと思います。例えば気温が上がる 6月から１０月

の残暑がおさまるまでの期間は体操着登校を許可し、授業中も引き続

き着用 OK にするなどの対応を提案したいと思いますが市のお考えをお

聞きします。また標準服に関して衣替えの時期の指定はあるのか、登

下校における帽子・ネッククーラー・日傘などの使用は OK なのかにつ

いてもお聞きします。 

 

⑵ 2021 年に他の自治体の小学校で多くの子ども達が嫌がっているにもか

かわらず、体操着の下の肌着の着用を禁止する指導が行われているこ

とがあり、さらにこの肌着着用が禁止されているという事実を保護者

が知らなかったことも発覚。保護者に知らせることなく指導をしてい

ることが問題視されたことがあったと聞きました。多摩市の小学校に

おいて肌着の着用に関してルールがあるかお聞きします。 

 

⑶ 多摩市内の小中学校に通う保護者の方達からお話を伺うと、学校のル

ールの中には、本当に子どものことを思っているのか、児童生徒の人

権を侵害したり、健康を損なう恐れがあるルールがあるのではないか

と思うようなことがあります。詳しい事情を調査していませんので、

学校側としてはきちんとした指導の理由があってのことかもしれませ

んが、どうしてそのような指導を行なったかということを保護者や子

どもに丁寧に説明することをお願いするとともに、学校内で定期的に

ルールを見直す話し合いの場を持たれているのかお聞きします。  

 

⑷ 標準服の購入費用は年々上がっており価格高騰に伴う家庭での経済的

負担を軽減することを目的に、近年自治体単位で中学校の標準服を統
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項 目 別 質 問 内 容 

一する動きが活性化しています。自治体内で転校した際に買い替える

必要がないことや、お下がりがしやすいなどのメリットもあります。 

また、多摩市内の中学校において標準服の価格に差があることに対して

疑問に思っている保護者もいます。多摩市として統一標準服に対する見

解をお聞きします。 
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質問項目 

答弁者 

一 般 質 問 通 告 書 

令和７年５月２７日 

午前８時２７分 

受 

付 

No.９ 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

市長・教育長等 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 常にアップデート！日常の中の防災 

 

 

    

令和７年５月２７日 

多摩市議会議員 池田 けい子 
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項 目 別 質 問 内 容 

１ 常にアップデート！日常の中の防災 

大規模な災害が続くことも珍しくなくなってきた昨今、防災グッズの準備は

暮らしの必須事項と言えます。防災グッズで本当に必要なものとは何か…いざ

用意するとなると、何をどこまでそろえていいのかが分からず、ホームセンタ

ーなどで非常用持ち出し袋（リュック）や備蓄品セットを買い、防災対策は万

全だと安心をされている方や、そもそも非常用持ち出し袋（リュック）と備蓄

品が混在している方もいます。市販の防災セットだけで対応できるケースは少

なく、ご自身の家族形態やライフスタイル、状況など自分にとって何が必要か

を見極めて準備しておくことが重要です。その意味では、ひとりひとりが在宅

避難という考えのもとの防災意識を持ち、そして現在指定をしている避難所に

どのような機能を持たせて、どう位置づけるのか、明確にしておく必要がある

と考えます。 

 また、非常時の備えには限界があることから、３月の代表質問で「フェーズ

フリー」という考えのもと、防災対策やまちづくりを行っている先進自治体を

紹介しました。「フェーズフリー」の広がりを期待するととともに、自治会や

自主防災組織がない地域、集合住宅の多い本市ならではの課題もある中で、高

齢者・障がい者の方々からは「避難所生活がとても不安だ」とのお声もお聞き

し、多摩市の防災対策ををさらに進めていくべきだと考え、以下質問いたしま

す。 

 

（１）在宅避難の推奨について 

①在宅避難を基本とする中で、防災対策として私たちがまず行うべきことは、

耐震強化と家具の転倒防止などの部屋の安全確保だと考えます。その後押しを

するために、木造住宅耐震診断及び耐震改修・除却の助成の拡充、また現在取

付けのみを無料で支援している家具転倒防止の器具の購入も一定期間を設けて

無料にすべきと考えますが、いかがですか。 

②各家庭で備蓄をしていただくことを目的に、携帯トイレを３個ずつ全戸配布

しました。その影響は大きく、どこで買えるのかといった問い合わせがあり、

大変効果的だったと思います。説明では、お試し用の使用済み携帯トイレは

「燃やせるごみ」の有料指定袋に捨てることになっています。しかし、災害時

の使用済み携帯トイレの回収作業はいつ開始されるかわからず、各家庭で一定

期間保管をしておかなければなりません。その処理までの方法が徹底されてい

ないように感じます。さらに行政は「回収」「処理」までをセットで考えてお

かなければならないと思いますが、どのような計画になっているのか伺いま

す。 

③災害時、自宅で身の安全が確保でき継続して生活ができる場合は、できる限

り在宅避難をするよう呼びかけています。現在指定している「避難所」の機能
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項 目 別 質 問 内 容 

や考え方、名称も含めて変えていく必要があるかと思います。見解を伺いま

す。 

④生活様式や社会状況により、防災も日々アップデートが必要です。地域の防

災の要である自主防災組織、及び防災連絡協議会の方々へ市が積極的にスキル

アップを行っていくべきと考えますが、見解を伺います。 

 

（２）集合住宅について 

①地震などの災害で排水管が壊れると、水を流した時に汚水の逆流や噴出など

の被害をもたらすことがあります。特に集合住宅では配管の無事が確認できる

までは“トイレの水は流さない”方が良いといわれています。しかし、排水設

備に異常がないかどうかを住民自身で点検することは厳しいものがあり「点検

は誰が行うのか」、また「万が一損壊していることがわかったら、どこに連絡

をするのか」といった住民の声に対し、点検・修理に関しても災害時のトイレ

対策の次のステップとして、防災マニュアルに記載するよう市は発信していく

ことが必要ではないでしょうか。見解を伺います。 

②「町会・マンションみんなで防災訓練」や「東京とどまるマンション」は、

東京都の事業ではありますが、多くの集合住宅がある多摩市は積極的に周知を

して防災活動を推進すべきだと考えます。活用状況の認識と、今後の発信・推

進について伺います。 

 

（３）福祉的避難所・福祉避難所について 

①多摩市は、コミュニティセンターや老人福祉館等１４カ所の福祉的避難所

を、また市の要請に基づき開設される１２カ所の福祉避難所（協定締結民間施

設等)を設けています。内閣府のガイドラインでは、対象者は避難所生活にお

いて何らかの特別な配慮を必要とする者とし、その家族までを含めて差し支え

ないとされていますが、多摩市においてその数は安心できる設置数なのか、対

象者数の把握はなされているのか伺います。 

②混乱する被災地において、福祉避難所でのトラブルは少なくないようです。

市川市では、小学校等の避難所の中に「福祉避難室」を設け、スムーズな支援

を行っています。在宅避難が厳しいときはまず避難所へ、状況を確認して必要

な場合は避難所内の「福祉避難室へ案内」という流れを作り、福祉避難所は

“特別な配慮が必要な方のための場所”ということを定着させることにより、

災害時のトラブル減少が期待されます。多摩市でも「福祉避難室」の設置を推

進してはいかがでしょうか。見解を伺います。 

 

（４）フェーズフリーのまちづくりについて 

３月の代表質問で『「防災都市多摩」を目指し、まずは防災からフェーズフリ
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項 目 別 質 問 内 容 

ーを目指して行きます』とのご答弁がありましたが、改めてその必要性の認識

と、今後どのような取り組みをお考えなのか、伺います。 
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答弁者 

一 般 質 問 通 告 書 
 

 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

 

 

令和７（２０２５）年５月２７日 

多摩市議会議員 しのづか 元 

 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

 

 

質問項目

１ 地球温暖化対策の推進について 

２ DX 推進について 

 

  

市長・教育長等 

令和７年５月２７日 

午前１１時１８分 

受 

付 

 

No.１０ 
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項 目 別 質 問 内 容 

１．地球温暖化対策の推進について 

  

 今年 1月に国連の専門機関である世界気象機関（WMO）は、2024 年の世

界平均気温が産業革命以前の水準と比べて 1.55 度上回ったと発表しまし

た。これは、気候変動対策の国際ルール・パリ協定で、気温上昇を抑える

目標とされる「1.5 度」水準を単年で初めて超えたことになります。我が

国でもまた気象庁が、2024 年の平均気温が基準値（1991～2020 年の 30 年

平均値）を 1.48 度上回り、1898 年の統計開始以降、最も高かったと発表

しています。今こそ、地球温暖化を防ぐための行動を起こしていかなけれ

ばなりません。 

 3 月には東京都が、「ゼロエミッション東京戦略 Beyond カーボンハー

フ～2030 年カーボンハーフとその先の未来に向けて～」を発表し、実効性

ある取り組みに向けた 10 の政策と 8の重点プロジェクトを示しました。そ

の中で、新築戸建住宅等を対象とした太陽光発電設備の設置や、断熱・省

エネ性能の確保の義務化を行う新たな制度として「建築物環境報告制度」

を今年 4月よりスタートさせました。これにより、これから新築される建

物については一定のゼロエミッション化が進んでいくことになりますが、

既存建物への対応も併せて進めていかなければ 2030 年を目標にしたカーボ

ンハーフの達成は難しいのではないかと考えます。以上を踏まえ質問いた

します。 

 

（1） 多摩市では、令和 2（2020）年度に多摩市気候非常事態宣言を表明

し、第六次多摩市総合計画においても「環境との共生」を重点テー

マに掲げ、昨年度には国の重点加速化事業の採択を受けるなど、地

球温暖化に対する取り組みを進めています。今年度の地球温暖化対

策の状況と今後の展開について伺います。 

 

（2） 東京都内の約 720 万戸の既存住宅のうち、賃貸集合住宅が約半数を

占めると言われています。多摩市としての既存住宅へのゼロエミッ

ション化への取り組み、特に賃貸集合住宅の地球温暖化対策につい

ての見解を伺います。 

 

２．DX 推進について 

  

 少子化の影響を受け、生産人口の減少が見込まれる一方で、行政に対す

る市民ニーズはより一層複雑化・多様化しています。多摩市では、昨年 6

月に第 10 次の行政改革の取り組みとして「多摩市行財政マネジメント計

画・多摩市 DX 推進計画」を策定し、業務改善に取り組んでいます。書かな
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い窓口の実現や遠隔窓口システム、行政手続きの 100％オンライン化など

市民にとってもメリットの多い取り組みですが、まずはそれを支える職員

の働き方や職場環境の改善が求められます。計画策定から 1年が経過した

わけですが、DX の推進についての進捗はどの程度進んでいるのでしょう

か。以下質問いたします。 

 

 

（1） 多摩市において DX を進めていくために、職員の意識については必須

と考えます。現状の職員の DX に関する意識はどんな状況か把握して

いるのでしょうか。 

 

（2） DX を進めるうえで、重要な要素としてペーパーレスの推進があると

思いますが、現在のペーパーレス化の取り組み状況について伺いま

す。 

 

（3） DX を推進していくためには、フリーアドレスの導入やペーパーレス

会議の実施など、職員の働く環境を変えていくことも重要だと考え

ます。職場環境の改善については、どのような取り組みをしてきた

のでしょうか、また今後の展開についても伺います。 
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答弁者 

質問項目 

令和７年５月２４日 

午前７時５０分 

受 

付 

No.１１ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 永山 3・4丁目の高齢者が抱える課題と支援策について 

２ 第三民協での民生委員の欠員状況について 

 

    

令和７年５月２４日 

多摩市議会議員 上杉 ただし 
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１永山 3・4丁目の高齢者が抱える課題と支援策について 

高齢者福祉は、高齢者が尊厳を保ちながら安心して暮らせる社会を実現する

ための重要な取り組みです。その発展は日本の高度経済成長期以降急速に進展

し、現代の福祉制度の基盤を築いてきました。 

現在、特に注目されているのは地域包括ケアシステムの整備です。このシス

テムは、高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい生活を最後まで送ることを目

指しており、医療、介護、予防、住まい、生活支援を一体化する仕組みです。

このような取り組みの具体例としては、地域の介護施設での食事提供サービス

や、訪問医療による在宅療養支援などが挙げられます。また、高齢者が社会と

つながりを持ち、生きがいを見つけるための活動も重要です。例えば、シルバ

ー人材センターでは高齢者が市内保育園駐車場での車・歩行者の見守りや駐輪

場での管理業務など様々な業務に従事しており、経験を活かしながら役割を果

たす場を提供しています。さらに、老人福祉館や公民館で開催される講習会や

趣味のクラブ活動も、社会参加の一環として重要な役割を果たしています。 

高齢者福祉の歴史を振り返ると、1963 年に制定された老人福祉法がその出発

点となります。この法律は、「高齢者の生活安定」「健康維持」「社会参加の促

進」を基本理念として掲げ、高齢者が充実した老後を送るための基盤を築きま

した。その後、高齢化が進むにつれ、ニーズは多様化し、1980 年代には在宅福

祉サービスの拡充や社会参加の促進が始まりました。具体的な施策としては、

高齢者向けデイサービスの導入や、地域でのボランティア活動の支援が挙げら

れます。特に、1989 年に策定された「高齢者保健福祉推進十か年戦略（ゴール

ドプラン）」は、福祉の基盤整備を大きく進展させる契機となりました。この

戦略のもと、在宅介護支援センターの設置などが進められました。 

2000 年には介護保険制度が導入され、高齢者福祉の在り方が大きく変化しま

した。この制度により、利用者がサービスを自ら選択できるようになり、介護

の社会化が進展しました。例えば、老人ホームへの入居や訪問介護の選択肢が

広がり、家族だけに負担が集中する状況が改善されました。また、2005 年の介

護保険法改正では、予防重視型システムへの転換が図られ、地域密着型サービ

スの創設が進められました。具体的には、体操教室や健康相談を通じた介護予

防プログラムが地域で展開されています。さらに、2011 年以降は地域包括ケア

システムの構築が政策の中心に据えられ、医療、介護、住まい、生活支援が一

体となったサービス提供が進められています。 

これからの高齢者福祉の課題は、さらなる拡充と充実です。日本の高齢化率

は急速に上昇しており、2037 年には国民の約 3分の 1が 65 歳以上になると予

測されています。この状況に対応するため、多摩市としても新たな施策を展開

しています。具体的な取り組みとしては、地域内での認知症カフェの運営や、

地域住民による見守り活動の強化が挙げられます。また、福祉サービスの質を
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向上させるために、介護スタッフの研修や資格制度の充実が進められていま

す。 

高齢者福祉の拡充は、単にサービスを増やすだけではなく、高齢者の尊厳を守

り、生きがいを持ちながら暮らせる社会を作ることを目指しています。そのた

めには、個々の高齢者のニーズに寄り添いながら、地域全体で支える仕組みを

構築していくことが重要です。 

以上のことを踏まえながら、以下質問します。 

 

(1)多摩市では第六次総合計画の中で「つながり 支え 認め合い いきい

きと かがやけるまち 多摩」の実現のためには、障がいの有無などに関

わらず地域で安心して暮らすことができるように、さらなる社会全体の理

解や支え合いが求められます。しかしながら、高齢者が安心して地域で生

活していくためには、まだまだ課題も多くあるのではないでしょうか。そ

の課題の中の一つに認知症があると思います。認知症を発症すると、記憶

障害や理解力・判断力の低下、見当識障害といった症状によってご本人の

日常生活は著しく困難になり、その結果、食事、入浴、排泄などの介護を

ご家族が担う必要が生じ、時間的拘束や精神的な負担、経済的な負担が増

大し、社会生活との両立が困難になるなど、ご家族の生活にも多岐にわた

る深刻な影響が及んでしまいます。国内の認知症患者数は増加しており、

厚生労働省によると 2025 年には 700 万人に達すると予想されています。多

摩市でも高齢者人口の増加に伴い、認知症患者数が増えると考えられま

す。精神疾患を抱える方も増加傾向にあります。 

認知症の方が希望を持って暮らせるように、2023 年に「共生社会の実現を

推進するための認知症基本法案」が国会で成立しました。この法律は、認

知症の方を含むすべての国民が個性と能力を発揮し、尊重し合いながら共

生社会を築くことを目的としています。また、地域共生社会の実現には、

医療・障害福祉・社会参加・地域の助け合い・普及啓発が包括された地域

包括ケアシステムの構築が必要であり、多摩市でも整備を進めています。 

地域包括ケアシステムの一環の中で複数の専門職が、認知症が疑われる人

や認知症の人及びその家族を訪問し、観察・評価を行った上で、家族支援

の初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを行う認知症

初期集中支援チームは、認知症の方と家族が地域で生活を続けていく上で

大いに活躍が期待されています。認知症初期集中支援チームの多摩市にお

ける活動状況や課題については、以前の一般質問の中でまだまだ利用者が

少なく工夫をしているということでしたが、現在の状況と利用された方や

ご家族方たちからの声も紹介していただければと思います。 
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(2)高齢化が進んでいく中で、市民が身近に立ち寄れて相談できる場をふや

すことが今後必要になってくるとは思います。健康福祉常任委員会でも、

認知症カフェの重要性について研究を行い議会報告会の中でも藤原委員長

が報告していました。多摩市では残念ながらコロナ禍から休止している認

知症カフェをふやしたり、あるいは認知症家族の会や当事者の会の活動、

あるいは会の数をふやす等の今後の取り組みについて、お伺いしたいと思

います。 

 

(3)認知症の方は早期に支援体制をつくることで、地域での生活も可能とな

ります。介護保険を十分に知らない市民の方も多い中、介護保険制度を有

効に活用するために、地域包括支援センターなどとの連携が欠かせませ

ん。市民への周知にどう取り組んでいるのかお伺いいたします。 

 

(4)認知症の家族を抱える方から、要介護認定を受け特別養護老人ホームへ

の優先的な入居資格を得たにもかかわらず、施設の空きがないため入居で

きないとの声が寄せられています。空きができるまでの間はグループホー

ムでの介護を受けていますが、医療費を含めた月額負担が約 20 万円とな

り、特別養護老人ホームの半額程度と比較して経済的な負担が非常に大き

いとのことです。このような状況に対し、多摩市内に新たな特別養護老人

ホームを誘致するなど、経済的負担を軽減しつつ地域の介護環境を整える

ために市側として何らかの具体的な対応を検討できないでしょうか。ま

た、施設の不足や入居待機の現状を改善するために、多摩市として取り組

むべき施策についてもお伺いします。 

 

(5)高齢者になれば身体に何らかの不調が出てしまうことは避けられませ

ん。全ての団塊の世代が後期高齢者となり、これから介護施設や在宅介護

サービスの不足もさらに深刻な課題となってきます。多摩市でも介護施設

の入居待機者が増加しているだけではなく、在宅介護サービスに関して

も、訪問介護員の人数が不足しているため、訪問介護員の負担が増えてい

ます。さらに、高齢者が地域社会とのつながりを失い孤立する問題も見逃

せません。孤立は心理的な負担を増幅させるだけでなく、健康状態の悪化

にもつながりやすいとされています。このような課題への対処として多摩

市もさまざま取り組んでおられますが、これまでおこなってきた取り組み

の中での課題についてお伺いします。 

 

２第三民協での民生委員の欠員状況について 

民生委員は、地域住民の福祉向上を目的とする無報酬の公的ボランティアで
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あり、厚生労働省が定める地域福祉の一環として重要な役割を果たしていま

す。民生委員は生活困窮者、高齢者、障がい者、子育て世帯など幅広い対象者

に対し、地域社会での支援や相談の窓口となり、行政サービスと地域住民をつ

なぐ橋渡し役を担っています。 

その職務は、生活に困難を抱える人々への訪問や相談、適切な福祉サービス

への誘導、地域住民の福祉への啓発活動など多岐にわたります。また、児童委

員を兼ねる場合もあり、子どもとその家庭に対する支援も行うことがありま

す。地域社会で民生委員は「顔の見える福祉」として、住民と密接に関わりな

がら問題解決を図る存在です。 

民生委員は地域福祉の要として機能し、特に超高齢社会においてますますそ

の重要性を増しています。高齢者が増加し、孤立や認知症、介護問題など多岐

にわたる課題が顕在化している現代社会において、民生委員は地域の「見守り

役」として住民をサポートし、問題の早期発見や介入を行っています。 

また、行政サービスが届きにくい地域や個人に対して、そのニーズを掘り起

こし、必要な支援を届ける役割を果たすことで、社会の安定と住民の安心感を

支えています。このように民生委員は、行政機関だけでは対応が難しい「地域

の細やかなニーズ」に応える存在として欠かせません。民生委員の重要性が増

す一方で、全国的に民生委員の不足が深刻化しています。具体的な例として永

山・豊ヶ丘エリアの第三民協では、民生委員が実施している高齢者の見守り活

動 友愛訪問では担当する委員が、1人で訪問件数が月に 100 件を超えるとい

うことも伺っているところです。持続可能な民生委員の制度を作っていく必要

があります。 

これらのことを踏まえて以下お伺いします。 

 

(1)永山・豊ヶ丘エリアを担当する第三民協では深刻な人員不足が続いてお

り、多摩市全体でもこのエリアの欠員状況は際立っています。この地域で

は高齢化率が特に高く、団地住居が大部分を占めることで住民の入れ替わ

りが激しく、顔の見える関係を築くことが難しいという課題があります。

また、民生委員自身の高齢化や業務負担の大きさ、制度の周知不足といっ

た問題も重なり、新たな担い手が不足している状況ですが、なぜこのエリ

アにおいて欠員が集中しているのかについて、所管として分析が行われた

ことがあるかお伺いいたします。 

 

(2)民生委員の不足は、超高齢社会において重大な影響を及ぼします。ま

ず、地域住民への支援体制が脆弱化し、孤立や問題の深刻化が進んでしま

う懸念や行政サービスが届きにくい対象者が増え、社会的な福祉格差の拡

大を招く負の連鎖にも繋がります。このような状況を改善するために多摩
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市としてどのような取り組みをおこなっているのかお伺いします。 

 

(3)永山・豊ヶ丘エリアは高齢化率が多摩市内でも際立っており、人口に占

める高齢者の割合が特に多い状況です。この背景には、若い世代の流入が

乏しいことが要因として挙げられます。その一方で、永山の団地には空き

家が多数存在していることから、この空き家を若い世代の人々に安価で提

供し、永山・豊ヶ丘地域に定住してもらうことを検討してはいかがでしょ

うか。UR に対し、こうした施策を提案することで、地域の活性化につなげ

るとともに、民生委員が抱える課題に対しても間接的な支援となるのでは

ないかと思っております。所管の考えをお伺いします。 

 

(4)民生委員の役割や社会的重要性を広く周知することで、新たな担い手を

増やすことにもつながっていくのではないかと思います。地域住民や若い

世代に対する啓発活動を通じて、福祉への関心を高めることや、若い世代

が民生委員の役割を知り、関心を持ってもらうためには、SNS や多摩市の公

式 LINE で発信をしていくことも有効かもしれません。例えば、活動の具体

例や地域福祉の重要性についてわかりやすく説明し、民生委員の一日の活

動内容の紹介やイベント情報を提供することで、関心を一層高めることが

できるのではないかと思っております。所管部署としても検討していただ

ければと思いますが考えをお伺いします。 

 

(5)民生委員の活動を行っていく上で、交通費などの活動費が一定額支給さ

れています。しかし、民生委員をされている方々の中には、この活動費だ

けでは十分ではなく、実費負担をしながら活動を続けている方も多くいら

っしゃいます。東京都も民生委員の活動費に対して補助を行っているとい

う話を伺いましたが、その具体的な補助額について教えていただけますで

しょうか。また、現状の活動費の補助額では不足しているという声もある

中で、活動費の増額を検討する必要があると私は思っていますが、この点

について民生委員をやられている方たちからはどのような意見が出されて

いるのかお伺いします。 
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答弁者 

一 般 質 問 通 告 書 
 

 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

 

 

2025 年５月 26 日 

多摩市議会議員 小林 憲一 

 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

 

 

質問項目

 

１ 「生活保護基準引き下げ」、「物価高騰」、「酷暑」の三重苦のな

か、生活保護利用者を含む生活困窮の市民をしっかりと支えるた

めに、市としてできるとりくみを！……特に電気代助成と食料支

援を求める 

 

２ 戦後 80 年の今年、東京都として「不戦の誓い」を新たにするた

めに、「東京都平和祈念館（仮称）」の設立・建設を都に働きかけよ

う！ 

  

令和７年５月２６日 

午前１０時２１分 

受 

付 

 

No.１２ 

市長・教育長等 
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項 目 別 質 問 内 容 

１．「生活保護基準引き下げ」、「物価高騰」、「酷暑」の三重苦のなか、生活

保護利用者を含む生活困窮の市民をしっかりと支えるために、市としてで

きるとりくみを！……特に電気代助成と食料支援を求める 

 

生活保護制度をめぐる状況として次の「３つのこと」を指摘したいと思

います。 

１つめは、この数年の間に、生活保護基準の引き下げがあり、なかには

10％以上引き下げられた方もいるという状況です。 

２つめは、異常な物価高騰です。この４月からも、食料品・日用品等の

生活必需品のいっせい値上げがおこなわれ、生活保護制度を利用されてい

る方を含め、特に所得の低い階層の方の日常生活はたいへんに苦しいもの

になっています。 

３つめは、この夏も予想される酷暑です。いまやエアコンは、健康を維

持するための必需品です。３月議会の最終日に成立した 2025 年度一般会計

予算の第１号補正予算で、生活保護制度を利用されている世帯でエアコン

が壊れていて使えない世帯、生活保護を利用されていない住民税非課税・

均等割のみ世帯が、エアコンを設置するさいの補助制度が成立したことに

ついては、党市議団としてこれをおおいに評価するとともに、物価高騰の

もとで、せっかくのエアコンも使わずに電気代を節約する世帯が多くある

ことを指摘し、生活保護利用世帯をはじめ生活困窮世帯に対しての電気代

助成等の施策実施を求めました。 

以上、指摘しましたように、生活保護利用者を襲っている、いわば三重

苦の状況についての市長の認識をうかがい、合わせて、この状況を少しで

も打開するために、市としてできることをぜひとも取り組んでいただきた

いと考え、以下の質問で、市長の見解を質します。 

 

(１)前段で指摘した「３つの状況」について、それぞれ、市長の認識をう

かがいます。 

①生活保護基準の引き下げによる生活保護利用者の生活への影響について

うかがいます。合わせて、国による「引き下げ」措置に対しては、生活保

護利用の当事者から訴訟が起こされ、いわゆる「命のとりで」裁判が全国

で取り組まれ、特に地裁段階では、原告勝訴の流れが本流になりつつあり

ます。この「命のとりで裁判」での判決の内容とその意義についても、市

長の見解をうかがいます。 

②物価高騰による市民生活への影響について、特に生活保護利用者の生活

への深刻な影響について、市長の認識をうかがいます。 

③酷暑のもとで、せっかくエアコンがあっても、電気代節約のために、エ

アコンを使用しないという現実について、市長の認識をうかがいます。 
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項 目 別 質 問 内 容 

 

(２)生活保護基準が引き下げられたままで、なおかつ物価高騰と酷暑が追

い打ちをかけている状況のもとで、国に対して、急ぎ、生活保護基準を引

き上げ、少なくとも引き下げ以前の状況に戻したうえで、さらに物価高騰

を反映した基準額に引き上げることを求めるべきだと考えますが、市長の

見解をうかがいます。 

 

(３)年々、きびしくなる酷暑を踏まえ、電気代助成など、生活保護利用者

に対する「夏期加算制度」の創設を国に求めるべきだと考えますが、市長

の見解をうかがいます。 

 

(４)「３つの状況」に対する国の対応はきわめて不十分です。抜本的対応

を国に求めつつ、市としてできる対応をとるべきだと考え、以下、具体的

にうかがいます。 

①生活保護利用者の生活を支えるため、同利用者の希望に応じて、特に食

料品の現物支給をおこなうべきだと考えます。このことについての現在の

対応、今後、検討できることについてうかがいます。 

②「電気代節約のために、せっかくのエアコンも使わない」というような

ことが起こらないように、電気代についての市独自の助成制度を創設すべ

きだと考えます。市長の見解をうかがいます。 

 

 

２．戦後 80 年の今年、東京都として「不戦の誓い」を新たにするために、

「東京都平和祈念館（仮称）」の設立・建設を都に働きかけよう！ 

 

 今年 2025 年３月 10 日は、いうまでもなく、「東京大空襲」から満 80 年

の節目の日でしたが、いまからちょうど 30 年前の 1995 年３月 10 日、東京

都が主催した「平和祈念式典」に参加したすべての人々が賛成して「都民

平和アピール」が採択されました。この「都民平和アピール」は当時の都

議会の全会派と有識者も一致して賛成したものです。 

同アピールは、「平和は、何ものにもまさってすべての基礎をなす条件で

す。日本国憲法が基本理念とする恒久の平和は、私たちすべての願いであ

り、人類共通の目標です。私たちは、軍縮と核兵器の廃絶を機会あるごと

に強く訴え、戦争の惨禍を再び繰り返さないことを誓います。日々の生活

において、平和を脅かす問題に、毅然として立ち向かい、忍耐強く取り組

むことを決意します」と高らかに述べ、「次代を担う子どもたちに、戦争の

悲惨さと、それを防止することの大切さを、東京大空襲の体験などととも

に語り伝え」るなど平和、地域社会や環境・福祉、歴史といった５つの具
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項 目 別 質 問 内 容 

体的な目標を掲げています。いまのウクライナやガザ問題にひきつけて読

み返してみても、驚くほどピッタリと刺さってくるものがあります。 

 じつは東京都は、この「都民平和アピール」を踏まえ、その翌 1996 年

に、「平和祈念館（仮称）」建設委員会を設置し、都民からの意見募集、ま

た 5,000 点もの戦争遺品の提供も受けて、「平和祈念館（仮称）」の設立構

想をかかげ、その基本設計の予算も計上されました。 

ところが、1997 年から 99 年にかけて、この「平和祈念館（仮称）」の設

立構想に異論を唱える立場で都議会において議論がおこなわれ、特に 1998

年と 99 年の都議会での附帯決議をきっかけに、この「平和祈念館（仮

称）」の設立・建設計画そのものが凍結され、そのまま四半世紀が経過し、

現在に至っています。 

 アジア・太平洋戦争末期、米軍による原爆投下、焼夷弾などの無差別投

下によって民間人が無差別に殺された都市、広島・長崎・沖縄はじめ、名

古屋・大阪・神戸などには、公立の平和祈念館や戦争資料館が設置され、

さきほど紹介した「都民平和アピール」の一節にあるように「次代を担う

子どもたちに戦争の悲惨さとそれを防止することの大切さを……語り伝

え」る環境がつくられています。 

ところが、東京都は、先ほど紹介したような経過のなかで、いまだにそ

ういう施設を持っていません。３月 10 日のいわゆる「東京大空襲」を含

み、1944 年 11 月から本格化した東京空襲では、敗戦までで、死者数 10 万

5,400 人超、負傷者 15 万人超であるにもかかわらず、です。 

 戦後 80 年の今年、年明け早々の１月 20 日に、東京空襲犠牲者遺族会会

長の榎本喜久治さん、映画監督の山田洋次さんなどが呼びかけ人となって

「『東京都平和祈念館（仮称）』建設の具体化を求める緊急アピール」が発

表されましたが、都立の「平和祈念館（仮称）」の設立・建設が早期に実現

されるよう、多摩市からもぜひアピールしていただきたいと考え、以下、

市長の見解をうかがうものです。 

 

(１)1995 年３月 10 日に発表された「都民平和アピール」の意義につい

て、市長の見解をうかがいます。 

 

(２)1945 年３月 10 日の「東京大空襲」はじめ、東京への空襲に関わっ

て、「次代を担う子どもたちに戦争の悲惨さとそれを防止することの大切さ

を語り伝える」ことは、多摩市での平和啓発事業にとって、どういう位置

づけになるでしょうか、見解をうかがいます。 

 

(３)公立で、「平和祈念館・戦争資料館」を設置することの意義について、

見解をうかがいます。 
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項 目 別 質 問 内 容 

 

(４)都立の「平和祈念館（仮称）」設立・建設の必要性について、見解をう

かがいます。必要性があるとの見解であれば、その早期実現を東京都に求

めていただきたいと思いますが、見解をうかがいます。 

 

 

資料要求欄（資料要求がある場合は、以下に記入してください。） 

①質問１－(１)－①に関連して、2014 年度～2024 年度の 11 年間での生活保護

基準額の変化（煩雑であれば、たとえばひとり暮らしの高齢者に限定してもけ

っこうです）、また 2025 年度における新たな動きがわかる資料。 

②質問１－(２)、(３)に関連して、この間、市または市長会等で、生活保護基

準の引き上げ、夏期加算制度の創設等について、国に要望していることの内容

一覧。 

③質問１－(４)－①に関連して、生活保護利用者で食料品の支給を求める方た

ちへの現在の対応を示す資料。 

④同じく質問１－(４)－①に関連して、生活困難で、食料品の支給を求める方

たちへの対応として多摩市社会福祉協議会で実施している「フードバンク」に

ついて、2024 年度の実績と 2025 年度の実施予定を示す資料。 

⑤質問１－(４)－②に関連して、生活保護利用者で、電気代節約のためにせっ

かくのエアコンも作動させないような状況に関して、担当のケースワーカーが

聞き取っていることがあれば、その状況を示す資料。 

⑥質問２－(１)に関連して、「都民平和アピール」の全文。 

⑦質問２－(２)に関連して、1944 年 11 月から本格化した東京空襲による被災

実態の概要の資料（都がまとめているものがあれば、それを）。 

⑧同じく質問２－(２)に関連して、今年２月下旬から３月中旬にかけて東京都

が、「第 35 回東京都平和の日記念行事」として多摩市はじめ都内の４区市で実

施した「東京空襲資料展」について（多摩市では、３月３日～10 日、永山公民

館ギャラリー）、その展示内容、会場での要員態勢等を示す資料。 

⑨質問２－(４)に関連して、多摩市の「平和・人権課」に相当する東京都の部

署名、及びその人員など態勢について。 

⑩同じく質問２－(４)に関連して、広島市・長崎市・沖縄県・名古屋市・大阪

市・神戸市における「平和祈念館」等の運営にあたる部署名、及びその人員な

ど態勢について。 
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答弁者 

質問項目 

令和７年５月２７日 

午前１０時０７分 

受 

付 

No.１３ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 物価高騰から「くらしを守る」取組を！ 

 

２ e-スポーツを活かした取組について 

    

令和７年５月２７日 

多摩市議会議員 あらたに隆見 
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項 目 別 質 問 内 容 

１．物価高騰から「くらしを守る」取組を！ 

 ここ数年続いています物価高騰により私たち庶民の生活に大きな影響が出て

います。なぜ、こんなに急に物価が上がってしまったのか改めて振り返ってみ

ますとロシアのウクライナ侵略による原油・天然ガスの価格高騰や小麦などの

穀物の高騰が大きな原因であるといっても過言ではないと思っています。 

あくまでも個人的な意見でありますが、人の命を軽んじ、世界中の人々の暮

らしを苦しめている張本人を心の底から許せない気持ちです。 

それ以外に深刻な問題として急激な米の価格高騰がさらに家計を大きく圧迫

しております。 

米不足の対応については公明党の高橋みつお参議院議員が、昨年９月に農林

水産省の政務官として備蓄米の活用について提案、さらに政務官退任後１２月

の国会で備蓄米の活用について質疑いたしました。当時の答弁に立った大臣は

「米を買ったことがない」失言でお騒がせの江藤大臣でした。答弁についても

食糧法のことなどを上げあまり前向きな答弁ではありませんでした。 

しかし、公明党の真骨頂であります粘り強い取り組みで、本年２月に備蓄米

の活用について政府の承認を得て、３月の後半から備蓄米の放出がスタートさ

れました。一日も早く市民の皆さんが米の価格の引き下げが実感できる日が来

ることを望んでいます。 

さて、先の議会で行われました予算審議で物価高騰による市政運営への影響

は、とても厳しい状況であることが明らかになりました。 

 しかし、財政が厳しいからといって基礎自治体として何もしないわけにはい

きません。市民のくらしについて現状をどのように受け止めているのか、今ま

での取組や今後の考え方について以下質問いたします。 

（１）市長は物価高騰に対する市民のくらしへの影響について、どのように受

け止めているかお伺いします。 

（２）多くの市民の家計を圧迫している米の価格高騰についてですが、この１

年の急激な価格高騰について市長はどのようなことが要因であると思わ

れているのかお伺いします。 

（３）市民の皆さんにはあまり知られていませんが、物価高騰対策として近年

国から重点支援地方交付金が出されています。令和７年度に原資として

使える額は令和６年度の繰越金を含めていくらなのか、また、令和７年

度はどのようなものにいくらを使われる予定なのかお伺いします。 

（４）東京都からも物価高騰対策としていくつかの政策が打ち出されています

が、令和７年度で市民生活を支援する都の事業として、どのようなもの

があるのか掌握されているものがあればお伺いします。 

（５）市内の中小企業において近年の物価高騰でどのような影響が出ているの

かお伺いします。 
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項 目 別 質 問 内 容 

２．e-スポーツを活かした取組について 

e-スポーツとは「エレクトロニック・スポーツ（Electronic Sports）」の略

で、コンピューターゲームなどで個人が単にゲームをするのではなく、対戦を

スポーツ競技として捉える際の名称です。 

東京市町村自治調査会の報告書によりますと「eスポーツには、年齢や性

別、障害の有無によらず楽しめるインクルーシブ性があること、絆の形成や認

知機能向上に寄与する特性があり、この特性は「高齢者福祉」「共生社会の実

現」「教育」「観光・産業振興」などの分野における自治体の取組に活用でき

る。」とありました。 

 e-スポーツの活用目的は多岐にわたっていますが、年々その利用も増えてい

るようです。残念ながら多摩市ではあまり活用された事例を耳にしませんが、

今後、市として e-スポーツをどのように捉え、どのように取り組んでいくのか

以下質問いたします。 

（１）多摩市全体として e-スポーツの活用について利用状況や検討状況などを

お伺いします。 

（２）地域協創を本格的にスタートしましたが、地域の活性化や多世代交流・

インクルーシブ社会の実現のための e-スポーツの活用も効果的と思われ

ますが、市の見解をお伺いします。 

（３）他の地方自治体においては高齢者や障がいのある方への福祉的観点から

e-スポーツを取り入れている事例も増えています。その効果については

市ではどのようにお考えか伺います。 

（４）教育現場においての e-スポーツの活用について、期待できる効果と懸念

事項などについてお伺いします。 
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答弁者 

質問項目 

令和７年５月２７日 

午前１１時５６分 

受 

付 

No.１４ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 学校部活動の地域連携・地域移行 

２ 多摩市の特別支援教育について 

 

    

令和７年５月２７日 

多摩市議会議員 いいじま 文彦 
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項 目 別 質 問 内 容 

１． 学校部活動の地域連携・地域移行 

 令和 4年 12 月に、スポーツ庁・文化庁は「学校部活動及び新たな地域クラ

ブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」を策定した。令和５年 3月

には、東京都が「学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画」（令和 6

年 3月・令和 7年 3月に改訂あり）を示し、令和７年度末までに、都内全ての

公立中学校等で、地域や学校の実態に応じ、地域連携・地域移行に向けた取組

が行われていることを目指すとした。 

「中学校の部活動がなくなるらしい。」そのような声が子どもたちから上がる

ほど、学校部活動に関わる子どもたちをはじめ多くの関係者がその行く末を見

守っている。昨年６月の定例会でも質問したが、その後の進捗状況等をお伺い

する。 

⑴  多摩市では、昨年 6月から部活動地域連携・地域移行協議会がスタート

し、9月には「多摩市 学校部活動地域連携・地域移行推進計画」が策定さ

れた。この 1年間の協議会の審議状況や本計画の進捗状況を伺う。 

⑵  昨年 6月の定例会で要望したが、昨年 11 月から今年 1月にかけて、くら

しと文化部が、地域の文化・スポーツ団体を対象に「多摩市部活動地域連

携・地域移行に関するアンケート調査」を実施した。その調査結果の概要

と、それに対する協議会の意見を伺う。 

⑶  上記⑴⑵等を踏まえ、市は、学校部活動の地域連携・地域移行に向けて

の大きな課題や困難が予想される点はどのようなことであると把握してい

るか、伺う。 

⑷  東京都の計画では令和 7年度末までに地域連携・地域移行に向けた取組

が行われていることを目指すとあるが、多摩市では令和 7年度以降、具体

的にどのような取組を行っていくのか、伺う。 

⑸  昨年 6月の定例会では、いち早く地域移行の試行実施を行うことを提案

した。市からも、協議会の中で試行の有効性を説明し、試行内容や方法に

ついて決めていきたい、と答弁をいただいた。実際に試行実施してみない

と気付かない課題も多いのではないか。現状、未だ試行実施されていない

が、今年度の予定を伺う。 

 

２． 多摩市の特別支援教育について 

 多摩市では、過去、自閉症・情緒障害学級の設置、ピアティーチャーや特別

支援教育コーディネーターの配置など、全国的に先駆けた特別支援教育の取り

組みを進めてきた。 

 共生社会の実現のために、子どもたちに将来の夢を育む学校づくり、家庭と

の連携を一層進め、開かれた学校づくり等を目指すことを理念とした多摩市特

別支援教育推進計画のリニューアル時期に当たって、以下、お伺いする。 
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項 目 別 質 問 内 容 

⑴  多摩市特別支援教育推進計画は、現在、令和 8年度からの第三次計画の

策定に向けてリニューアル作業が行われている。その中で、多摩市の特別

支援教育について、どのような課題が抽出されているか、教育委員会は第

三次計画に向けて、それらの課題にどのように対処していくのか、主なも

のを伺う。 

⑵  「特別支援教育を希望する子どもたちが全国的に増えている。」そのよう

な話を聞くことがある。多摩市では、どのような状況であるか、伺う。ま

た、もし増えているとするならば、その理由を教育委員会として、どのよ

うに捉えているか、伺う。 

⑶  特別支援教育を推進するためには、推進計画の理念にもあるように、全

ての教員の専門性を高め、質の高い教育を行う必要がある。しかし、実際

に現場を見ると、経験の浅い、時には、新任の教員が特別支援学級に配置

されることがある。そのような教員が親身になって子どもたちに正面から

向き合っている姿は涙ぐましいほど素晴らしいが、相当辛い部分もあるよ

うに見える。多摩市では、特別支援教育に関する人材の育成や、経験が浅

い教員へのフォロー体制はどのようになっているのか、伺う。 

 

資料要求欄 

①多摩市の各小・中学校における特別支援学級（固定学級）の児童・生徒数の

推移（平成 29 年度～令和 7年度） 
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答弁者 

質問項目 

令和７年５月２７日 

午前１１時１２分 

受 

付 

No.１６ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 農業と市民の関係及びコメ問題について 

２ 介護事業者と介護従事者への支援について 

３ スポーツ施設の整備とスポーツ文化の醸成について 

    

令和７年５月２７日 

多摩市議会議員 きりき 優 
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項 目 別 質 問 内 容 

１ 農業と市民の関係及びコメ問題について 

米は「八十八の手間がかかる」という漢字の成り立ちからもわかるように、

放っておいて勝手ににょきにょき育ってくれるような屈強な生命力のあるもの

ではなく、日本に持ち込まれてから 3000 年以上の歳月を経過してもなお土着

していないひ弱な外来種です。日本のコメは日本人がコメ作りをやめてしまえ

ばすぐに絶滅してしまうような存在ですが、その格段に優れた収穫量や栄養

価、またその生育過程で水を多く使い酸性に比較的強いという特徴が雨の多く

火山国のため酸性土壌が多い日本の風土に適しているといった理由もあって縄

文時代からコメ作りが定着し、手間のかかるコメ作りによって人々が定住する

ことで集落や町ができ、さらには酒や味噌などの原材料となり、稲わらは草履

や蓑、しめ縄や壁材などにも用いられ、日本人の衣食住はコメによって支えら

れてきました。しかし、2010 年に一世帯当たりの年間購入額がパンに逆転さ

れ、その後麺類と同じ水準まで落ち込み、近年では人口減少も相まって国内で

必要とされるご飯用のコメが毎年 10 万トンも減っていると言われます。大き

な転換期を迎えているコメ問題や農業と市民の関係について、以下、質問しま

す。 

（1） 日本のコメ政策について、課題をどのように分析され、今後のあり方に

ついてどのようにお考えになりますか。 

（2） コメの価格についてどのようにお考えになりますか。また、コメの価格

について政策的な対応はお考えでしょうか。 

（3） 食料自給率について市長はどのようにお考えですか。また、食料自給率

向上と食料価格の関係性についてどのように分析されていらっしゃいま

すか。 

（4） 土いじりは抗うつ効果、アレルギーの予防、ストレス軽減、認知症予防

など、健康増進に役立つと言われ、福祉の分野で農福連携として行われ

ることもあります。マンションの多い多摩市において、市民が土に触れ

る機会についてどうお考えでしょうか。また、ガーデニングなどを楽し

む市民からは、園芸用土の処分に困っているという声を聞くことがあり

ますが、多摩市では園芸用土の処分についてどのような対応をされてい

るのでしょうか。 

 

２ 介護事業者と介護従事者への支援について 

食料や燃料物価が高騰してもその経費を価格転嫁できない介護業界は、地域

包括ケアシステムを支える地域の担い手であるにもかかわらず、大変な苦境に

立たされています。多摩市内でもまた訪問系の介護事業所がその事業を縮小す

るという情報を耳にしたところです。WHO（世界保健機構）や国連の言う超高

齢社会の定義を大きく超える高齢化が進んでいる多摩市において、市民が安心
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項 目 別 質 問 内 容 

して生活していくためには介護基盤の整備を欠かすことはできません。介護福

祉を支える担い手が、その責務を適切に評価され、すべての人が安心してその

生涯を全うすることのできる多摩市のために、以下、質問します。 

（1） 3 年ごとに見直しが行われている介護保険事業計画ですが、専門家の間

からは 3年を待たずに報酬改定に着手すべき、とする声もあります。第

9期多摩市介護保険事業計画は 2024 年度から 2026 年度までの計画とな

っていますが、期中での見直しを検討することはできるのでしょうか。 

（2） 物価や人件費の高騰、人材不足により、全国で介護事業者の倒産が相次

いでいます。多摩市の事業者支援策について、改めてお考えを伺いま

す。 

（3） 介護保険制度の中核を担う介護支援専門員（ケアマネジャー）は介護保

険制度において連絡調整等を行う者とされていますが、ほかに手段がな

いという理由でその範囲外とも思える業務まで担わざるを得ない状況に

置かれることがあります。例えば救急搬送時において、家族不在のため

「介護の人が同乗しなければ病院を探すことができない」と救急隊員に

言われ、やむを得ず同乗し、報酬のない業務に長い時間を取られ、なお

かつ近くの病院に搬送されるとは限らないにもかかわらず帰りの交通費

を誰にも請求できないため自ら負担しなくてはならなかったりすること

もあり、こういったものは本来の業務に支障が生じかねない課題です。

介護支援専門員の人員不足はすでに顕著となっており、中央福祉人材セ

ンターによる今年 3月の介護支援専門員の有効求人倍率は 9.04 倍とな

っていて、このことは、対人援助の専門家の支援を受けることのできな

い住民が増えていることを示唆します。介護支援専門員は処遇改善加算

の対象から外れていることもあって報酬面でも課題があり、また全体的

に介護支援専門員自身の高齢化も進んでおり、厳しい資格更新条件や法

定研修等の負担からも、今後介護支援専門員不足がさらに深刻化するこ

とも予想されます。市は介護支援専門員不足についてどのようにお考え

でしょうか。また、介護支援専門員が足りなくなった結果、セルフプラ

ンやケアプランなしの償還払いによる介護サービス利用が行われること

についてどのようにお考えでしょうか。 

 

３ スポーツ施設の整備とスポーツ文化の醸成について 

最後まで優勝争いが展開された 2024-25WE リーグは、5月 17 日の最終節で日

テレ・東京ヴェルディベレーザが勝利し、2021 年 WE リーグ発足以来としては

初めての優勝を果たすことになりました。おめでとうございます。J1 の舞台で

白熱の試合を続ける地元のサッカークラブとともに、地域のスポーツ文化の醸

成や市民の健康増進と健幸の獲得に大きな意味のある結果であり、今後も地域
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で連携し多摩市を盛り上げていただきたいと思います。スポーツを通じたまち

づくりが市民の健幸に繋がり、市民一人一人の自己実現と高齢化少子化に苛ま

れる現状への対策に発展していくことを期待し、以下、質問します。 

（1） WE リーグ初優勝を果たした日テレ・東京ヴェルディベレーザについて、

どのように評価されていますか。 

（2） スポーツ施策における熱中症対策についてどのような施策をお考えでし

ょうか。また、以前小中学校全校へのナイター設備設置を提案いたしま

した。1校でも多くナイター設備のある学校グラウンドを増やすことが

直接的な熱中症対策となり、市民の運動機会の確保や健康増進に寄与す

るものと考えますが、その後の検討状況について伺います。 

（3） これまでの市のご答弁から、市はボールの蹴れるグラウンドをすべてサ

ッカーのできるグラウンドと呼んでいるようですが、サッカーに関わる

市民は正式なサッカーコートのフルピッチとして規定されている縦 105

ｍ横 68ｍが取れないグラウンドのことは、ボールの蹴れるグラウンドと

は呼んでも、サッカーのできるグラウンドとは通常呼ばないものです。

そのため、市は市内にサッカーグラウンドが一定水準維持できていると

認識し、市民は市内にサッカーグラウンドが足りないと認識していて、

双方の認識に齟齬があるように感じます。スポーツ施設整備計画等を進

めるにあたっては市と市民とのサッカーグラウンドに対する認識の齟齬

を解消する必要があるのではないかと思いますが、市のお考えを伺いま

す。 

（4） 多摩市でサッカーに関わる市民は、グラウンド使用料の高騰にも悩まさ

れています。市は市民の健幸のために積極的に市民にとって過度な負担

とならず使いやすいスポーツ環境の整備に尽力すべきだと思いますが、

市のお考えを伺います。 
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答弁者 

質問項目 

令和７年５月２２日 

午後２時４７分 

受 

付 

No.１７ 

市長・教育長等 

一 般 質 問 通 告 書 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすために 

２ 多摩センター駅バス停の熱中症対策を 

 

 

  

 

    

令和７年５月２２日 

日 

多摩市議会議員 折戸 小夜子 
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項 目 別 質 問 内 容 

1 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすために 

  最近医学の進歩によりに人の平均寿命が急速に延び、人生 100 年時代と超

高齢社会は過去の人類の歴史になかった時代に入っています。 

  ２０５０年には国の総人口の高齢者は 40.7 パーセントと予測されていま

す。活気ある長寿社会を実現するためには、６５歳以上を高齢者とする現行

の定義を変え、７５歳以上を高齢者と定義し、高齢社会にふさわしい社会全

体の仕組みを構築することが課題であると考えます。多摩市の高齢化率は

29.3 パーセントと国を上回る速度で進行しています。高齢者が住み慣れた地

域でいきいきと暮らしていくためには、健康を維持し、加齢による生活機能

の低下をできるだけ予防することが必要です。 

現状での高齢者施策について具体的に以下質問致します。 

(1) 多摩市高齢者実態調査は、多摩市に居住する高齢者の生活実態を把握し、 

「多摩市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の改定や高齢者が地域の中 

で安心して暮らしていくための施策などの基礎資料とすることを目的として実 

施されています。 

平成２２年度に実施した項目は 5つで令和 5年に実施した調査項目は３つと 

変えていますが、その理由について伺います。 

(2)多摩市の健康寿命は都内でトップクラスで、この状況を継続していくには

どのような対策を実施していくのかについて伺います。 

(3)介護予防の日常生活支援総合事業の実態と今後の対策について伺います。 

(4)特別養護老人ホームへの入所・入居の状況と入所申込者の現状について伺

います。 

 

２ 多摩センター駅バス停の熱中症対策を 

   今年も異常気象は 5月でも真夏日が記録されて暑さに身体が対応でき

ず、熱中症で病院に搬送者が出ています。 

  多摩センター駅バス停８番では、バスを待っている人々に西日が直接あた

り、コンクリートの反射熱も半端でない状況です。今までも要望してきたの

ですが、熱中症対策を具体化して市民が安心して買い物をしてバスを待つこ

とができる環境作りを早急に対応して欲しいことを要望します。見解を伺い

ます。 
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答弁者 

一 般 質 問 通 告 書 
 

 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

 

 

２０２５年 ５月２７日 

多摩市議会議員 大くま 真一 

 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

 

 

質問項目

１ 貝取学童クラブ 移転・縮小ではなく充実を 

２ 住まいは人権 ～住宅都市多摩市から実現を 

３ だれもが自由にお出かけできる街へ 

～「移動の権利」実現を 

  

市長・教育長等 

令和７年５月２７日 

午前７時 ８分 

受 

付 

 

No.１９ 
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項 目 別 質 問 内 容 

１．貝取学童クラブ 移転・縮小ではなく充実を 

 

４月 25 日、来年度、現在の貝取学童クラブ(以下、貝取学童)を豊ヶ丘小

学校内に移転し、(仮称)豊ヶ丘小学校学童クラブ(以下、豊小学童)とする計

画の保護者への説明が行われました。「学校内に移転するのは嬉しいけど、

狭い空き教室で大丈夫なのか？」と保護者を中心に不安の声が広がっていま

す。この問題については、本年度予算審査でも取り上げましたが、状況がひ

っ迫するなか、あらためて今回一般質問で取り上げます。 

 

（１）「空き教室利用」、「面積の縮小」はどのように決められたのか？ 

 貝取学童の移転について、市は「児童館の今後のあり方基本方針（素案）」

の「５年以内に目指す姿 ロードマップ（案）」のなかで、「貝取学童クラブ

を豊ヶ丘小学校敷地内へ移設」とし、豊ヶ丘小学校内に移転する方針を示し

ました。この方針は、どういった過程で検討され、決定されたのか。時系列

に沿って説明してください。 

 

（２）基準ギリギリに縮小、定員減でよいのか？ 

予算審査時の資料にもとづいて確認すると、現在の貝取学童の建物部分の

面積は、育成室 124.3 ㎡、キッチン 12.4 ㎡、事務室 20.7 ㎡、図書室・図工

室・和室 27.7 ㎡、内部共用部面積 57.5 ㎡、合計 242.6 ㎡に対して、豊小学

童は、育成室 108 ㎡、キッチン 6㎡、事務スペース 4㎡、合計 118 ㎡、図書

室・図工室・共用部は学校施設を利用とされています。 

 

育成室のみで比較しても豊小学童は貝取学童の86.9%と13.1%狭くなってい

ます。さらに、建物全体で比較すると、48.6%と半分を切っています。 

 

① 育成室の一人当たり面積でみても、貝取学童 1.78 ㎡に対し、豊小学

童 1.66 ㎡と縮小しており、市の基準ギリギリです。雨の日など、子

ども達が室内にいるしかないような状況では、育成室はかなり密集し

た状況になるのではないかと考えますが、市の認識をうかがいます。 

 

② 前述の資料では定員も 70 名から 65 名へと減っており、これまで利用

できた児童が利用できなくなる危険性もあります。この点についての

見通しと認識をうかがいます。 

 

（３）「学校との共用」の課題について 

① 図書室、図工室などは学校施設を利用となっています。図書室、図工

室を学童クラブが利用する際にはどういった人の配置になるのか。図
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項 目 別 質 問 内 容 

書室や図工室での事故や備品の破損などの責任についてどう想定し

ているのか、お聞きします。 

 

② また、放課後の校舎内に子ども達もふくめ人の出入りがあるという状

況において、管理上の課題については学校側とどのように協議してい

るのかお聞きします。 

 

③ キッチンについて、「コンロがなく火も使えない｡おやつの提供は大丈

夫なの？」という声が保護者の方からも寄せられています。おやつに

ついては、各学童クラブで工夫をしながら、やりくりをしながら提供

されています。コンロが設置できないことについて、市はどのように

課題認識しているのか伺います。 

 

（４）豊かな育成環境の整備こそ必要 

学童クラブはもともと保護者の運動から発生し、行政が後追いで制度化し

てきたものです。そうした経緯から、現在設定されている基準はまだまだ低

水準です。 

 

① 前述の面積基準について、1.65 ㎡は保育園でいえば０歳、1歳児の乳

児室の水準です。東京都が今年度から整備を進める認証学童クラブで

は面積基準を 1.98 ㎡へ拡大していくことが示されています。それで

も保育園でいえば2歳児以上の保育室並みと十分とは言えないのでは

ないでしょうか。面積基準についての市の認識をうかがいます。 

 

② 東京都は認証学童クラブ制度へと移行し、今後都型学童クラブへの補

助を廃止する方針を示していますが、面積基準の拡大と合わせて考え

れば、補助の要件を満たさなくなる可能性もあるのではないでしょう

か。市の認識をうかがいます。 

 

（５） 子ども達・保護者の意向調査を 

「豊ヶ丘小学校内へ学童クラブを作ってほしい」という声はこれまでも保

護者のみなさんから寄せられてきたものです。それが実現するという状況に

もかかわらず、不安の声が広がる背景には、「育成環境を引き下げる」とい

う不利益変更が説明されないまま、一方的に計画がすすめられていることが

大きいと感じています。不安の解消をはかり、よりよい学童クラブを実現す

るために、利用者である子ども達や保護者が「どんな学童を望んでいるの

か？」という意向調査をおこない、くみ上げた意見をもとに計画に反映する

ことが必要ではないでしょうか。市の認識をうかがいます。 
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項 目 別 質 問 内 容 

２．住まいは人権 ～住宅都市多摩市から実現を 

 

多摩ニュータウンは高度成長期に東京に集中した人々の住宅確保のため

に開発が進められた住宅都市です。その豊かな住環境から「住み続けたい」

という方が多い一方で、住み慣れた家や街を出ていかざるを得ないという相

談が毎年のように寄せられます。住まいを失えば、様々な福祉施策とつなが

る土台を失うことになってしまいかねません。「住まいは人権」をここ多摩

市から実現するために、以下質問します。 

 

（１）多摩市でも福祉とも連携した居住支援、住みかえ支援が行われていま

す。相談実績や相談内容の傾向についてうかがいます。 

 

（２）配偶者との死別によって、年金が大きく減ることが、家賃滞納のきっ

かけとなり、退去を求められるという相談があります。ご家族の気持

ちに寄り添いつつ、死亡届の際の『「おくやみ」手続きチェックリス

ト』などとあわせて、住みかえ相談などの仕組みがあれば、こうした

ことが防げるのではないかと考えますが、市の認識をうかがいます。 

 

（３）家賃滞納の相談をうけていると、一定の収入がありながらも、年金の

支給日と引き落とし日の関係などで滞納になっている事例や認知機

能の低下によって引き落とし日を忘れている事例などがあります。家

計改善支援などで対応することで、滞納を生まない支援ができるので

はないかと考えますが、市の認識をうかがいます。 

 

（４）杉並区では、区営住宅の抽選に落選した低額所得者のひとり親世帯と

子どもが３人以上いる多子世帯にたいする家賃補助や転居費用が準

備できない低所得者向けへ助成が実現し、住宅確保に特に配慮を要す

る区民が入居できる「セーフティネット専用住宅家賃低廉化補助」の

予算が拡充されています。住宅確保に配慮を要する方々に対する独自

支援について、市の認識をうかがいます。 

 

（５）昨年の６月議会一般質問では、「第９期高齢者保健福祉計画・介護保

険事業計画」のデータから、「高齢者だけで集合住宅に住んでいる世

帯が１万 3,000 世帯以上ある」ということを示し、住みかえ支援の充

実などを求めました。今後、ニュータウンの再生を既存の住民のみな

さんと共に進めていくことを考える際には、住みかえ先となる物件数

が圧倒的に足りていないのではないでしょうか。空家を多く抱えるＵ
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項 目 別 質 問 内 容 

Ｒや様々な主体と協力し、対象となる住宅を増やしていくことが必要

だと考えますが、市の認識をうかがいます。 

 

 

３．だれもが自由にお出かけできる街へ ～「移動の権利」実現を 

 

 だれもが自由にお出かけできる街をとこれまでも求めてきました。これま

で求めてきたいくつかの課題について、以下、質問します。 

 

（１）ミニバスの存続について 

 市内の交通不便地域の解消を目的に整備されてきたミニバスの存続につ

いて、住民からも多くの声が上がっています。この間の答弁では「市として

も存続に向けて協議を進める」ことなどが述べられてきました。住民から寄

せられている声や事業者との協議の状況についてうかがいます。 

 

（２）バス停のベンチや屋根について 

① これまでもバス停へのベンチや屋根の設置について取り上げてきま

した。減便などでバスの間隔が伸びるなか、ベンチや屋根の必要性は

より大きくなっています。この間、市内のいくつかのバス停にベンチ

が設置されています。設置の状況、今後の予定など伺います。 

 

② 市が「バス停にはベンチや屋根が必要」という立場に立って、事業者

や住民、管理組合などとの間をつなぎ整備を進めることが必要だと求

めてきました。市の認識をうかがいます。 

 

（３）地域内での移動保障について 

2023 年の 6月議会ではシルバーカー（電動車椅子）のシェアを進め、谷

あいのバス停などから団地までの移動を支援するということを提案しまし

た。そうしたなかで、昨年、永山では自動運転の電動車椅子の実証実験が行

われました。多摩市の資産である遊歩道のネットワークを生かす取り組みで

もあり注目しています。 

① その後の取り組みの状況や実証実験でみえてきた課題についてうか

がいます。 

 

② あたらしい移動ツールとして生かすためには、団地敷地内なども含め

て範囲を拡大していくことが必要だと感じています。市の認識をうか

がいます。 
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項 目 別 質 問 内 容 

③ 電動車椅子のシェアについて調べた際には、多くの利用者が「自由に

移動できるのが良い」と答える一方で、自動車を運転した経験のない

方などを中心に「運転すること」への抵抗感がハードルになっている

ことも明らかになっていました。利点を生かしていくためには、自動

運転を活用しつつも、自分自身で自由に移動できる仕組みを維持して

いくことも必要だと考えますが、市の認識をうかがいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料要求欄（資料要求がある場合は、以下に記入してください。） 

① 貝取学童クラブの豊ヶ丘小学校内への移転についての検討の経過を大ま

かな時期も含めて、時系列順にまとめたもの 

 

② 貝取学童の移転について、保護者に渡した説明資料 

 

③ 今年度貝取学童に豊ヶ丘小学校以外から通う児童の人数と所属する小学

校の一覧 
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答弁者 

質問項目 

令和７年５月２７日 

午前１１時４２分 

受 

付 

No.２０ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

1 多摩市の将来像について 

２ 多摩市の学校教育の充実にむけて 

 

    

令和７年５月 27 日 

多摩市議会議員 しらた 満 
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項 目 別 質 問 内 容 

1 多摩市の将来像について 

 (1) 多摩市政策情報誌「公共施設の見直しと将来像」持続可能な多摩市の

未来に向けた挑戦について、役目と効果と閲読率について、伺います。 

 

  (2) vol．1～15 迄は公共施設の見直し「3つの目的」1安全に使い続け

る・2施設全体のダイエット・3時代のニーズに合わせた施設への機能転

換 この 3つの目的で、市内の各施設の機能や配置について指針を取りま

とめてきました。市民と行政が一緒に考えていく場を作り、持続可能なま

ちを目指していくためには、市民の皆さんに道路や下水道などの都市基盤

を含めた公共施設の状況をしっかり知っていただくことから始まると考え

ています、と市長は仰っていました。vol．16 のメインテーマは、『ミライ

のために、イマを考える』。公共施設のミライについて皆さんと一緒に考

えていく、これまでの取り組みを振り返ると共に検討中の仮称アセットマ

ネジメント計画の策定を進めていきますとありますが、今までの公共施設

の見直しと将来像とは、どこがどのように違うのか、伺います。 

 

(3)住んでいると健幸になれるまちへ、地域の核となる医療拠点の確保は 

健幸まちづくりにとって重要ですとありますが､今後のお考えを伺います。 

 

(4) 今年度令和 7年度予算では、残念ながら設置が出来なかった小学校体 

育館の空調設備ですが、気温が上がるにつれ、大変厳しい状況にありま 

す。子どもまんなかと仰っているので、一日も早く子供達のために設置し 

て頂きたいと思います。小学校の体育館のエアコン設置の財源確保につい 

て、その後の議論の進捗について、市長に伺います。 

 

(5)多摩市都市計画マスタープランは、都市づくりの将来像を示すものです

が、ストックマネジメントと整合を図るものがあると考えているのか、伺

います。 

 

(6)東京都多摩のまちづくり戦略と多摩市都市計画マスタープランは共に将

来像を描き未来に向けた取組みを示しています。市長のご感想を伺います。 

 

 2 多摩市の学校教育の充実にむけて 

  多摩市教育委員会では、2050 年の大人づくりを念頭にこれまで様々な取り

組みを実施して成果を上げてきました。 

  特に、学力向上や特別支援教育、不登校の増加に対する全国のモデルとな

る、あたご Space の設置など、不易と流行を踏まえた充実や発展で、持続
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項 目 別 質 問 内 容 

可能な学校教育を展開してきたわけですが、今後の多摩市政が直面する人

材不足や財源不足が深刻化する中で、今後は何に注力していくかは大変大

きな課題だと考えます。そこで、これまでの成果を踏まえて、今後の多摩

市の教育政策について以下質問いたします。 

  (1) 次の学習指導要領の改訂に向けて、文部科学省でもさまざまな議論が

展開されていると聞きますが、その具体例はどのようなものなのか、そし

て多摩市立小中学校の教育の質は、現状での議論のテーマでみた時に、今

後の将来を見据え、東京都や全国の中ではどのような特徴や課題があるの

か伺います。 

 

  (2) 不登校の子どもたちのための あたごスペースが、文部科学省からも認

められ、今年度からは国の研究開発学校になったとお聞きしました。その

具体的な計画や期待される今後の研究成果について伺います。また、学び

の多様化学校について、市長の 8つの政策目標にもあります「子どもの権

利、子ども・若者への支援と活躍を推進する組織、救済機関をつくる」に

も含まれると思いますので、具体的な進捗と見通しを伺います。 

 

  (3) 聖ヶ丘中学校での特別支援学級の新設は、保護者も地域もたいへん喜

んでいるとお聞きします。しかし、現在すでに多摩中や青陵中の特別支援

学級に在籍している生徒は転校できるのか、また新学区の生徒でもそのま

ま多摩中や青陵中の特別支援学級に卒業まで通えるのかなど、疑問もある

ようです。具体的にそうした声にどのように応えていくのか、今後の説明

などの計画の見通しを伺います。 

 

  (4) 多摩市の学校給食が無償化になり、保護者もたいへん感謝していると

お聞きします。しかし、現状の物価の高騰や学校給食センターの施設の老

朽化など、手放しで喜んでばかりもいられないのではないかと思います。

給食無償化の継続性や物価高騰対策、施設の更新などの課題に対して具体

的な方針や対策を伺います。特に施設の老朽化で、給食がストップするこ

とで、お弁当給食の対応などになり、温度管理や栄養面、コスト、アレル

ギー対応など、様々なリスクが考えられると思います。どの様なお考えか

伺います。 

 

  

資料要求欄（資料要求がある場合は、以下に記入してください。） 

① アセットマネジメント計画の市民意向調査質問用紙または内容 

② 多摩市政策情報誌の作成事業委託費、配布委託費 
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答弁者 

一 般 質 問 通 告 書 
 

 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

 

 

令和７年 ５月２７日 

多摩市議会議員 岸田 めぐみ 

 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

 

 

質問項目

１ 児童・生徒への性暴力を無くすために 

 

 

市長・教育長等 

令和７年５月２７日 

午前１１時２２分 

受 

付 

 

No.２３ 
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項 目 別 質 問 内 容 

１ 児童・生徒への性暴力を無くすために  
 

２０１９年 3 月に続いた性暴力事件の無罪判決や芸能界での性犯罪・性暴力

事件の報道により、今まで社会が解決すべき問題として表に出てこなかった性

暴力に対して、意識が変わってきました。 

 

性暴力被害者の声は刑法性犯罪規定の改訂や、子どもたちが多くの時間を過

ごす学校においておとなから子どもに対して起こる性暴力を防止するために、

教育職員性暴力等防止法施行や子ども性暴力防止法成立に繋がってきました。 

教育職員性暴力等防止法では子どもたちの尊厳を守るために不必要な身体的

接触を含むなどを児童生徒性暴力等と定義し、禁止しています。 

また 2026年度より子ども性暴力防止法に基づき学校など子どもと接する職場

で働く人の性犯罪歴を確認する制度が開始される予定です。 

しかし警察が把握できた性犯罪の数に限られますが、2023 年に 18 歳未満の子

どもが被害に遭った検挙件数は 4850 件に上り、子どもへの性暴力が後を絶たな

いことがわかります。 

 

子どもは性暴力被害を認識できない場合が多い、性暴力は遭ったことを相談

しづらいという特徴があるため、実態の把握が難しいですが、実態の把握は性暴

力を無くすための対策や必要な支援やケアの体制や制度を整えるために必要で

す。 

 

任意の回答に基づいた結果で回答に至ることができなかった方がいる可能性

も念頭に置く必要もありますが、内閣府男女共同参画局「令和 3 年度 若年層

の性暴力被害の実態に関するオンラインアンケート及びヒアリング結果」をみ

ると、被害に遭遇したと答えたのは全体の 26.4％、若年層の 4 人に 1 人という

高い割合でした。 

その内「最も深刻な／深刻だった性暴力被害に最初にあった年齢」は 7〜１２

歳（小学生）は１５.７％、１３〜１５歳（中学生）は２４.０％となっており、

少なくない児童・生徒が性暴力にあっている現状がわかります。 

性暴力被害に遭ったとして学校が最多で、特に「言葉による性暴力」は学校で

多く起こっており、その他の性暴力においても加害者が学校関係者（教職員、先

輩、同級生、クラブ活動の指導者など）が最多という結果が出ています。 

その一方で性暴力被害者は、学校関係者（教員、養護教諭、スクールカウンセ

ラーなど）に多く相談しています。学校での取り組みの充実が性暴力の防止、ま

た性暴力に遭っても回復していくために重要だということがわかります。 

そしてこの調査結果で注目すべきと感じたのは、一般的に被害が軽いと思わ

れている「言葉や視覚による性暴力」等も、性暴力被害からの回復状況をみると、

元通りに回復したとの回答者は３７.２％しかなく、５５.４％は回復途上にあ

り、被害の程度が軽いとは言えないことがわかります。 

 

本市の学校に通う子どもから、「セクハラのない学校にしてほしい。安心して

通える学校をつくってほしい」と教育長に伝えてほしいと頼まれました。 
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項 目 別 質 問 内 容 

性暴力は一方的に子どもたちの健やかな成長と発達を残酷な形で阻むもので

あり、おとなが性暴力を起こさせないという想いと共にそのためにできること

から取り組む必要があると考え、調査の結果を踏まえながら、以下質問をいたし

ます。 

 

 

（1）学校での性暴力とはどのようなことを指すと考えているのか、認識を伺い

ます。 

 

（2）学校内においておとなから子どもに対しての性暴力と、子どもから子ども

に対しての性暴力の実態と、同じく学校外においておとなから子どもに対して

の性暴力と、子どもから子どもに対しての性暴力の実態について伺います。 

 

（3）児童・生徒への性暴力が起こらないように、どのような取り組みを行って

いますか。 

 

（4）児童・生徒への性暴力が発生した場合、学校と教育委員会はどのような対

応をしてきたのでしょうか。 

 

（5）性暴力に関して学校が連携できる関係機関とその内容について伺います。 

 

（6）多摩市女と男がともに生きる行動計画の中間見直しで、子どもに対しての

性暴力に関しどのような内容を盛り込もうと考えていますか。 
 

資料要求欄（資料要求がある場合は、以下に記入してください。） 

① 児童・生徒への性暴力の実態について。学校内外においておとなから子ども

に対してと子どもから子どもに対してそれぞれの件数、被害内容、子どもか

らの場合は加害した学年、被害を受けた学年、加害者と被害者の性別、性暴

力を把握できた理由。 

② 学校ごとに生命の安全教育についての内容と対象学年と授業時間数の全て 

③ 写真販売の方法。また卒業アルバムや写真に対しての性的ディープフェイク

など性暴力対策があれば 全校分。 

④ ２０２５年度の入学者に対する保護者向けの学校説明会資料 中学校９校

分。 

⑤ 教育職員性暴力等防止法以降の学校に関わるおとなに対しての性暴力に関

しての研修一覧 

⑥ 女と男がともに生きる行動計画、事業番号 68 の啓発事業の内容、参加者、参

加年代、性別、2021 年度からいまに至るまで。 
 

 

 

 


